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１． 会長挨拶 

２． 委員紹介 

３． 議題 

   ・第１２次市川市交通安全計画（素案）について（諮問） 



令和8年9月1日現在

選出区分 氏　　　　名 ふりがな 推薦母体・役職等

1 市議会議員 冨家　薫 ふけ　かおり 　市川市議会　議員　

2 〃 川畑　いつこ かわばた　いつこ 　　〃

3 〃 中町　けい なかまち　けい 　　〃

4 〃 にしむた　勲 にしむた　いさお 　　〃

5 〃 堀内　しんご ほりうち　しんご 　　〃

6 〃 青山　ひろかず あおやま　ひろかず 　　〃

7 学識経験者 髙田　邦道 たかだ　くにみち 日本大学理工学部名誉教授

8 〃 西原　相五 にしはら　そうご 元日本大学理工学部非常勤講師

9 市民の代表者 丸山　瑞果 まるやま　みずか 市川市PTA連絡協議会　副会長

10 〃 前野　安行 まえの　やすゆき 市川市自治会連合協議会　常任理事

11 〃 谷脇　正弘 たにわき　まさひろ
千葉県自転車軽自動車商協同組合市川支部
副支部長

12 〃 三部　ミヨ子 さんべ　みよこ 市川市少年補導員連絡協議会　会長

13 〃 芝田　弘一 しばた　こういち 市川地区安全運転管理者協議会　会長

14 〃 南雲　誠 なぐも　まこと 市川商工会議所　常議員

15 関係機関の職員 坂口　充男 さかぐち　みちお
東日本旅客鉄道株式会社
千葉支社　市川駅長

16 〃 倉本　広太郎 くらもと　こうたろう
東京地下鉄株式会社　鉄道統括部
開発連携・工事調整担当課長

17 〃 戸澤　健太郎 とざわ　けんたろう 京成バス千葉ウエスト株式会社　安全部長

18 〃 木嶋　譲  きじま　ゆずる
一般社団法人　千葉県タクシー協会　理事
（東洋タクシー有限会社　代表取締役社長）

19 〃 前田　尚志 まえだ　なおし 千葉県葛南土木事務所　所長

20 〃 中山　大樹 なかやま　ひろき 千葉県市川警察署　交通課長

21 〃 湯浅　浩一 ゆあさ　ひろかず 市川交通安全協会　副会長

22 〃 幸地　要 こうち　かなめ 千葉県行徳警察署　交通課長

任期

①市議会推薦 令和7年6月24日～令和9年6月23日

②学識経験者・市民代表・関係機関 令和7年1月24日～令和9年1月23日

市　川　市　交　通　対　策　審　議　会　委　員　名　簿



○市川市交通対策審議会条例 
昭和50年3月31日 

条例第19号 
 

(設置) 
第1条 本市に地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定に基づき、市川市交通対策

審議会(以下「審議会」という。)を置く。 
 

(審議会の任務) 
第2条 審議会は、本市の交通対策のすべてについて市長の諮問に応じ調査、審議するとともに、

その実施について建議することができる。 
 

(組織) 
第3条 審議会は、非常勤の委員22名で組織する。 
 

(委員) 
第4条 委員は、次の各号により市長が委嘱する。 

(1) 議会の推せんした議員 6名 
(2) 学識経験者 2名 
(3) 市民の代表者 6名 
(4) 関係機関の職員 8名 

2 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 
3 前項の委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 

(会長及び副会長) 
第5条 審議会に会長及び副会長各1名を置き、委員の中から互選する。 
2 会長は、会務を統理し、審議会を代表する。 
3 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 
 

(会議) 
第6条 審議会の会議は、会長が招集し、議長となる。 
2 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 
3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 
 
 

(専門部会) 
第7条 審議会は、専門の事項を審議するため必要と認めたときは、専門部会(以下「部会」という。)
を置くことができる。 

2 部会は、会長の指名する委員をもって組織する。 
3 部会に部会長を置き、部会に属する委員の中から互選する。 
4 部会の会議については、第6条の規定を準用する。 
5 部会長は、部務を統理し、部会の経過及び結果を審議会に報告する。 
 



(審議会の事務) 
第8条 審議会の事務は、道路交通部において所掌する。 

(昭60条例1・昭61条例23・平6条例1・平11条例4・平18条例1・一部改正) 
 

(報酬及び費用弁償) 
第9条 市は、委員に対し、市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費用弁償に関する

条例(昭和31年条例第26号)の定めるところにより、報酬を支給し、及び職務を行うための費用を

弁償する。 
(平23条例4・一部改正) 
 

(審議会の運営その他必要な事項) 
第10条 前各条に定めるもののほか、審議会の運営その他必要な事項は、審議会が市長の同意を得

て定める。 
 

附 則(抄) 
1 この条例は、昭和50年4月1日から施行する。 

(市川市交通安全対策委員会条例等の廃止) 
2 次に掲げる条例は、廃止する。 

市川市交通安全対策委員会条例(昭和43年条例第23号) 
市川市交通安全対策会議条例(昭和46年条例第3号) 
 
附 則(昭和60年3月28日条例第1号)抄 

1 この条例は、昭和60年4月1日から施行する。 
 

附 則(昭和61年6月25日条例第23号)抄 
(施行期日) 

1 この条例は、昭和61年7月1日から施行する。 
 

附 則(平成6年3月29日条例第1号)抄 
(施行期日) 

1 この条例は、平成6年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成11年3月24日条例第4号)抄 
(施行期日) 

1 この条例は、平成11年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成18年3月24日条例第1号)抄 
(施行期日) 

1 この条例は、平成18年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成23年3月28日条例第4号)抄 
(施行期日) 

1 この条例は、平成23年4月1日から施行する。 
 



市川第 20260903-0175 号 
令和８年１０月６日 

 
市川市交通対策審議会  
会長 髙田 邦道 様 

 
市川市長 田中 甲  

 
 

第１２次市川市交通安全計画の策定について（諮問） 
 
 
このことについて、市川市交通対策審議会条例第 2 条の規定に基づき、貴審

議会に諮問いたします。 
 
【諮問理由】 

市川市交通安全計画は、交通安全対策基本法（昭和４５年法律第１１０号）

の定めるところにより、千葉県の交通安全計画に基づき、本市における陸上交

通の安全に関する総合的な施策を定めたものです。 
本市は、昭和４６年以降、１１次に渡る交通安全計画を策定し、関係機関及

び関係団体と協力して交通安全対策を推進してきたところであります。 
   

近年、市内で発生した交通事故件数は、令和３年の８９６件から令和７年は

８２０件と減少したものの、第１１次市川市交通安全計画で掲げた抑止目標を

達成できなかったことから、今後は更なる事故削減を目指す抑止目標を設ける

必要があります。 
また、高齢者が関係する交通事故は依然として多く発生しており、交通事故

全体の中で高い割合を占めています。 
更に、本市は自転車利用者が多く、自転車が関係する交通事故の割合は３３．

５％となっており、千葉県平均より高い数値となっています。 
以上の本市の特性や社会情勢の変化等を踏まえ、自転車利用者と高齢者を重

視した安全対策に重点を置いた計画を策定したいと考えています。 
 
  つきましては、「第１２次市川市交通安全計画」を策定するにあたり、交通

事故のない誰もが安全で安心して暮らせる市川市を目指すための、必要な視

点や取り組みの方向性などについて、貴審議会の意見を求めます。 



これまでの経緯と今後の予定 

第 12 次市川市交通安全計画の策定について 

市川市 道路交通部 交通計画課 

◎交通安全計画

 本計画は、交通安全対策基本法の規定に基づき作成するもので、市域の陸上交通

の安全に関する施策の大綱、施策を総合的かつ計画的に進めるために必要な事項を

定めるものです。 

交通安全対策基本法の規定では、国の定める「交通安全基本計画」、都道府県の

定める「都道府県交通安全計画」をそれぞれ定めることとされており、市町村交通

安全計画は、都道府県交通安全計画に基づき作成することができるとされています。 

◎第 12次市川市交通安全計画（素案）作成の経緯

○令和 8年 3月 27日

中央交通安全対策会議において、国の第 12次交通安全基本計画が決定。 

○令和 8年 4月

千葉県交通安全対策会議において、第 12次千葉県交通安全計画が決定。 

○令和 8年 6月 4日～13日

  いちモニを利用し、第 11 次市川市交通安全計画の成果に関するアンケートを実

施。 

○令和 8年 10月 6日

 令和 8 年度第 1 回交通対策審議会において、第 12 次市川市交通安全計画(素案)

について諮問。 

◎今後の予定について

○令和 8年 10月

・第 12次市川市交通安全計画(案)に対するパブリックコメントを実施。

○令和 9年 1月

・第 2回交通対策審議会開催。第 12次市川市交通安全計画の答申。

○令和 9年 2月

・第 12次市川市交通安全計画の作成及び公表。

・第 12次市川市交通安全計画の千葉県知事への報告。

以上 

資料－①
令和8年度第1回市川市交通対策審議会



●市内の交通事故発生件数は、令和３年から令和６年まで横ばい傾向にありましたが、
令和７年の発生件数は８２０件と減少に転じました。
負傷者についても同様に令和６年まで横ばい傾向にありましたが、令和７年は９２１人と
減少に転じました。（図１）

●自転車が関係する交通事故の発生件数は近年減少傾向にありますが、
構成率は依然として高い水準で推移しています。（図２）

図１：交通事故の推移 図２：自転車が関係する交通事故

１．鉄道交通環境の整備
①鉄道施設等の安全性の向上

②踏切道の改良

２．鉄道交通の安全に関する知識の普及 ①鉄道交通の安全に関する知識の普及

３．救助・救急活動の充実 ①救助・救急活動の充実

１．重大な列車事故の未然防止

２．利用者等の関係する事故の防止

３．それぞれの踏切の状況を勘案した効果的対策の推進

１．市民一人ひとりの
交通安全意識の高揚

①市民総参加でつくる交通安全の推進

②交通安全に関する普及啓発活動の推進

③地域でつくる高齢者交通安全対策の推進

④自転車の安全利用の推進

⑤段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

⑥効果的な交通安全教育の推進

２．飲酒運転の根絶
①教育・知識の普及・啓発・意識の高揚

②飲酒運転等に係る被害者等支援

３．道路交通環境の整備

①生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備

②幹線道路における交通安全対策の推進

③交通安全施設等の整備促進

④自転車利用環境の総合的整備

⑤交通需要マネジメントの推進

⑥災害に備えた道路交通環境の整備

⑦総合的な駐車対策の推進

⑧交通安全に寄与する道路交通環境の整備

４．救助・救急活動の充実

①救助・救急体制の整備

②救急医療体制の整備

③救急関係機関との協力関係の確保等

５．被害者支援の充実と推進
①交通事故被害者等に対する援助措置の充実
②交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進

６．交通事故調査・分析の充実 ①交通事故調査・分析の充実

令和８年度～令和１２年度（５年間）
交通安全対策基本法の定めるところにより、千葉県の交通安全計画に
基づき、人優先を基本として、本市における陸上交通の安全に関する
総合的な施策を定めたもの。

〇交通事故発生件数：年間７５０件以下

〇交通事故重傷者数：年間８５人以下

〇交通事故死者数 ０人

１．高齢者の交通安全対策の強化

２．自転車の安全利用対策の強化

１．高齢者を交通事故から守るとともに交通事故を起こさないための総合的な対策

２．こどもの安全確保のための環境整備

３．歩行者の安全確保のための意識変容

４．自転車の安全確保のための法令遵守と通行環境の整備

５．外国人の交通安全対策の推進

６．生活道路・幹線道路における歩行者等の安全確保

７．地域が一体となった交通安全対策の推進

第１2次市川市交通安全計画（素案） 概要

道路交通における計画の重点事項

今後の道路交通安全対策の方向性（７つの視点）

道路交通安全の施策（６つの柱）

今後の鉄道交通安全対策の方向性（３つの視点）

鉄道交通安全の施策（３つの柱）

計画の位置付け 道路交通の目標（令和１２年）計画期間

交通事故の現状等

資料－②
令和8年度第1回市川市交通対策審議会�



道路交通安全対策の方向性（７つの視点）

第１2次市川市交通安全計画（素案） の体系について

施
策

重
点
事
項

２.自転車の安全利用対策の強化１.高齢者の交通安全対策の強化

人命尊重の理念に基づき、交通事故のない誰もが安全で安心して暮らせる市川市

方
向
性

１.高齢者を交通事故から守るとともに交通事故を起こさないための総合的な対策 ２.こどもの安全確保のための環境整備

３.歩行者の安全確保のための意識変容 ４.自転車の安全確保のための法令遵守と通行環境の整備

５.外国人の交通安全対策の推進 ６.生活道路・幹線道路における歩行者等の安全確保 ７.地域が一体となった交通安全対策の推進

１.重大な列車事故の未然防止

２.利用者等の関係する事故の防止

３.それぞれの踏切の状況を勘案した効果的対策の推進

道路交通安全の施策（６つの柱） 鉄道交通安全の施策（３つの柱）
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計画の基本的な考え方 
 

 

第一 計画の位置付け 

本計画は、交通安全対策基本法（昭和４５年法律第１１０号）の定めるとこ

ろにより、千葉県の交通安全計画に基づき、「人優先」を基本として、交通社

会を構成する「人と地域」、「交通環境」、「交通機関」の相互の関連を考慮

し、本市における陸上交通の安全に関する総合的な施策を定めたものです。 

 

 

第二 計画策定の趣旨 

市川市交通安全計画は、第１次計画が策定された昭和４６年度から実施され、

県が定める交通安全計画に基づき５年ごとに計画を改定しています。令和３年

度を初年度とする第１１次計画は令和７年度で計画期間が終了することから、

令和８年度から始まる第１２次計画を新たに策定するものです。 

 

 

第三 計画期間 

令和８年度から令和１２年度までの５年間 

 

 

第四 計画策定のプロセス等 

本計画は、市川市総合計画をはじめ、市川市自転車走行空間ネットワーク整

備計画などとの整合性を図るとともに、広く市民に浸透し、実効性のある計画

とするため、市川市交通対策審議会の各委員等からの様々な意見を集約し、策

定していきます。 

 

 

第五 計画の推進 

計画施策を着実に推進するとともに、関係機関や、交通関係団体等で組織す

る市川市交通対策審議会を中心として、総合的、一体的な交通安全対策を推進

します。 
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第１編 道路交通の安全 

 
１．道路交通事故のない社会を目指して 

人命尊重の理念に基づき、交通事故のない誰もが安全で 

安心して暮らせる市川市を目指します。 

死者数の一層の減少に取り組むとともに、事故そのもの

の減少についても積極的に取り組みます。 

 

 

 
２．道路交通の安全についての目標 

交通事故発生件数  令和１２年度までに７５０件以下/年 

交通事故重傷者数  令和１２年度までに８５人以下/年 

交通事故死者数   令和１２年度までに０人/年 

 

 

 

 

３．道路交通の安全についての対策 

 

（７つの視点） 

①高齢者を交通事故から守るとともに交通事故を起こさない 

ための総合的な対策 

②こどもの安全確保のための環境整備 

③歩行者の安全確保のための意識変容 

④自転車の安全確保のための法令遵守と通行環境の整備 

⑤外国人の交通安全対策の推進 

⑥生活道路・幹線道路における歩行者等の安全確保 

⑦地域が一体となった交通安全対策の推進 

 

 
 

（６つの柱） 

①市民一人ひとりの交通安全意識の高揚 

②飲酒運転の根絶    ⑤被害者支援の充実と推進 

③道路交通環境の整備   ⑥交通事故調査・分析の充実 

④救助・救急活動の充実
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第１章 道路交通安全の目標及び重点事項 

 

１ 道路交通事故のすう勢等 

（１）道路交通事故の現状 

市内の交通事故状況として、発生件数は令和３年から令和６年まで横ばい傾

向にありましたが、令和７年の発生件数は８２０件と減少に転じました。負傷者

数についても同様に、令和６年まで横ばい傾向にありましたが、令和７年は９２１

人と減少しています。 

令和７年に減少した要因として、令和８年４月から施行された、自転車の交通反

則通告制度（青切符）の事前周知の影響も考えられるため、事故発生件数及び負傷

者数の動向については今後も注視していく必要があります。 

なお、第１１次市川市交通安全計画で掲げた抑止目標（令和７年までに年間死

者数を０人に、交通事故発生件数を８００件以下、重傷者数を８５人以下に抑止

する）については、達成することができませんでした。 

 
千葉県警察交通白書をもとに市川市作成 
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（２）交通事故の特徴（令和３年～令和７年） 

①自転車が関係する交通事故の発生件数は近年減少傾向にありますが、 

構成率は依然として高い水準で推移しています。 

②高齢者が関係する交通事故の割合は、ほぼ横ばいで推移しています。 

        

     千葉県警察交通白書をもとに市川市作成 
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２ 交通安全計画における目標 

交通安全計画の最終目標は、交通事故のない「安全で安心に暮らせるまち」で

す。 

その目標を実現させるための着実な歩みとして、本計画の計画期間である令和

１２年までに、以下の数値を本市の抑止目標として取り組みます。 

      
      

 
※減少率の算出 

市川市の交通事故発生件数、重傷者数の令和3年から令和7年の5ヶ年の減少率 

           

 （参考）  

 

  

 令和７年実績 令和１２年目標 

国の 

目標 

２４時間死者数 2,547人/年 1,900人以下/年 

重傷者数 27,563人/年 20,000人以下/年 

県の 

目標 

２４時間死者数 122人/年 110人以下/年 

重傷者数 1,335人/年 1,300人以下/年 

令和７年       令和１２年 

 

○ 交通事故発生件数   ８２０件/年   → ７５０件以下/年 

[820件×0.915（減少率を8.5％として）＝ 750.3 ≒ 750件/年] 

 

○ 重傷者数        ９２人/年   →  ８５人以下/年 

[92人×0.929（減少率を7.1％として） ＝   85.46 ≒ 85人/年] 

 

○ 死者数           ４人/年   →      ０人/年 
 



 

6 

 

３ 計画の重点事項 

この計画は、「自転車利用者が多い」や「高齢者の増加」など本市の特性

や、「道路ネットワーク整備の進捗」など社会情勢の変化を踏まえ、「高齢者の

交通安全対策の強化」及び「自転車の安全利用対策の強化」の２項目に重点を置い

た計画とします。 

 

◆ 重点項目１：高齢者の交通安全対策の強化 

高齢者が関係する交通事故は依然として多く発生しており、交通事故全体の

中で高い割合を占めています。 

このため、高齢者が交通事故の被害者だけでなく、加害者にならないための

対策の更なる強化が必要となります。 

 

（１）交通事故に遭わないための取組 

本市においては、交通死亡事故全体に占める高齢者の割合は半数以上となっ

ており、交通事故の防止に取り組む上で、特に高齢者が歩行中に被害者となる

交通死亡事故の防止が喫緊の課題となっています。 

このため、従来から実施している交通安全教育、反射材の普及着用促進など

の対策を強化することで、高齢者が被害者となる交通事故の抑止を図ります。 

 

（２）交通事故を起こさせないための取組 

高齢者の運転に起因した交通事故の中で特に、ブレーキとアクセルの踏み間

違いによる交通事故が社会問題化しています。 

高齢運転者に対しては身体・認知機能の低下に伴い、交通事故のリスクが高

まることから、運転免許自主返納事業などの効果的な取組を実施するなど、高

齢者が加害者とならないための交通事故防止対策を一層強化します。 

 

◆ 重点項目２：自転車の安全利用対策の強化 

本市の自転車乗用中の交通事故件数は交通事故全体の３割以上を占めており、

また、交通ルールがいまだ浸透していない状況であることから自転車の安全利用

対策を更に強化する必要があります。 

 

（１）幅広い世代を対象とした対策 

次代を担う小・中・高校生のこどもたちの安全な育成環境を確保するほか、高

齢者を含めた幅広い世代に対する自転車の安全利用対策を更に強化します。 

 

（２）自転車を安全に利用できる環境づくりの推進 

自転車の安全利用には、交通ルール遵守と正しい交通マナーの向上に加え、自

身を守るための自転車乗車用ヘルメット着用の推奨、自転車の点検・整備、自転

車損害賠償保険等への加入促進等の対策を更に強化します。 

また、自転車の安全利用を促進するためには、安全で快適な自転車通行空間の

確保を積極的に進める必要があるほか、まちづくり等の観点にも配慮する必要が

あります。  
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第２章 道路交通安全についての対策 

 

第１節 今後の道路交通安全対策の方向性 

近年、道路交通事故の発生件数と死傷者数が減少していることは、これまで

の交通安全計画に基づいて実施されてきた施策に、一定の効果があったものと

考えられます。このため、従来の交通安全対策を基本としつつ、社会情勢や交

通情勢の変化等に対応し、また、発生した交通事故に関する情報の収集、分析

を充実して、より効果的な対策への改善を図るとともに、有効性が見込まれる

新規施策を推進します。 

道路交通の安全については、次の７つの視点を重視して対策の推進を図りま

す。 

 
【第１の視点】高齢者を交通事故から守るとともに交通事故を起こさないため 

の総合的な対策 
 

本市では、今後も高齢化が急速に進むことを踏まえると、高齢者が安全に外

出できるような交通社会の形成が必要です。 

それには、多様な高齢者の実状を踏まえた、総合的な交通安全対策を推進す

る必要があります。 

なお、運転免許返納後の高齢者の移動を伴う日常生活を支えるための対策

は、本計画の対象となる政策にとどまりませんが、本計画の対策とも連携を深

めつつ推進することが重要です。 

歩行者、自転車利用者については、歩道や自転車通行空間の整備や生活道路

の対策、高齢者の特性を踏まえた交通安全教育や見守り活動等のほか、多様な

モビリティの安全な利用を図るための対策といった安全で安心な移動手段の確

保等も重要になります。また、バリアフリーな道路交通環境の形成を図ること

も重要です。 

 
 

【第２の視点】こどもの安全確保のための環境整備 

本市における少子化の進展の中で、安心してこどもを生み育てることができ

る社会を実現するためには、こどもを事故から守るための教育と環境の整備が

一層求められます。 

このため、次代を担うこどもの安全を確保する観点から、幼児からの心身の

発達段階に応じた交通安全教育を推進するとともに、未就学児を中心にこども

が日常的に集団で移動する経路や通学路等において安全・安心な歩行空間の整

備等を推進します。 

このほか、チャイルドシートの使用効果及び正しい使用方法について、理解

を深めるための広報啓発を推進します。 

また、６歳以上であっても、体格等の状況により、シートベルトを適切に着

用させることができない場合にはチャイルドシートを使用させることが望まし

いこと等について、広報啓発を実施します。 
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【第３の視点】歩行者の安全確保のための意識変容 

安全で安心な社会の実現を図るためには、自動車と比較して弱い立場にある

歩行者の安全を確保することが必要不可欠であり、特に、高齢者やこどもにと

って身近な道路の安全性を高めることがより一層求められています。 

こうした必要性を踏まえ、「人優先」の考え方の下、こどもが日常的に集団

で移動する経路、通学路、生活道路、市街地の幹線道路等において歩行空間の

確保を積極的に進めるなど、歩行者の安全確保を図ります。 

また、基本的な交通ルールの周知を図ることに加え、歩行者が自らの安全を

守る行動を促すための交通安全教育等を推進し、歩行者の安全確保を図りま

す。 

 
 

【第４の視点】自転車の安全確保のための法令遵守と通行環境の整備 

自転車は、被害者にも加害者にもなり得るものですが、自転車の交通ルール

がいまだ浸透していない状況です。 

令和６年には道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）が改正され、同年１

１月から自転車の運転中の携帯電話使用等に対する罰則が強化され、酒気帯び

運転が罰則の対象とされたほか、令和８年４月から自転車に対する交通反則通

告制度が適用されることとなりました。 

これを踏まえ、ライフステージに応じた交通安全教育等の充実を図り、自転

車の乗車用ヘルメット着用、自転車の点検・整備、自転車損害賠償保険等への

加入促進等の対策を推進します。また、自転車利用者による交通事故の防止に

ついては、関係団体と協力して指導啓発等を行います。 

自転車の安全利用を促進するためには、自転車道や自転車専用通行帯の整備

等により、歩行者、自転車及び自動車が適切に分離された、安全で快適な自転

車通行空間の確保を積極的に進める必要があります。また、自動車の運転者に

対しても、令和８年４月から適用される自転車の側方を通過する際の安全確保

に関する規定を始め、車道を通行する自転車の安全を確保するための交通ルー

ルについて周知を図ります。 

駅前や繁華街の放置自転車等の問題に対しては、自転車等駐車場の整備や利

用促進、放置防止策を講じることで、通行空間の確保や防災活動の円滑化を図

り、良好な道路環境の整備に努めます。 

 
 

【第５の視点】外国人の交通安全対策の推進 

外国人が母国との交通ルールやマナーの違い等を理解できるよう、啓発動画

や多言語リーフレット等を活用した効果的な広報啓発に努めます。 
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【第６の視点】生活道路・幹線道路における歩行者等の安全確保 

生活道路1では、地域住民の生活環境として歩行や自転車利用の際に安心して

安全に利用できる道路環境が必要ですが、現状では、交通混雑を避ける抜け道

として通過交通が入り込むことにより、住民の安全性や環境が脅かされる状況

が見られます。 

住宅地や人が集中する地区の生活道路においては、「人優先」の考え方の

下、自動車交通の規制を図りながら、歩行者専用または歩車共存道路として、

歩行者等の安全性・快適性を確保することが必要です。 

また、令和８年９月から生活道路における法定速度が３０キロメートル毎時

に引き下げられたことから、広報啓発等を実施するとともに、今後も交通事故

の危険性を極力低下させるため、道路交通環境の整備等について、関係機関と

の連携により、地域に応じた対策を推進します。 

次に幹線道路2では、事故が特定の区間・箇所に集中して発生していることか

ら、集中的な対策を実施し、死傷事故率の高い箇所を重点的に改善する必要が

あります。 

そのため、事故多発箇所の現地を診断し、その対応策について、各関係機

関・団体等が整備、改善を実施する「共同現地診断」により、交通事故の防止

に努めます。 

また、東京外郭環状道路等の整備により道路環境が変化してきたことから、

関連する幹線道路においても交通安全対策の更なる推進を図ります。 

 
 

【第７の視点】地域が一体となった交通安全対策の推進 

交通事故は、市民の居住する身近な地域で発生しているため、地域のコミュ

ニティを活用して、地域ぐるみでの交通安全対策に取り組みます。 

また、飲酒運転の根絶を目指すには、家庭、職場のほか、飲食店、酒類販売

店の協力が不可欠であり、地域で協力して、飲酒運転の根絶を図ります。 

 

  

 
1 主に地域住民の日常生活に利用される、中央線や中央分離帯などがない比較的狭い道路

のこと。 
2 主要な地点を結び、道路網の骨格を形成する道路。高速自動車国道・一般国道・主要地

方道・一般都道府県道などのこと。 
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第２節 道路交通安全の施策 

交通事故をなくし道路交通の安全を確保するため、以下の６つの柱により交

通安全対策を実施します。 

① 市民一人ひとりの交通安全意識の高揚 

② 飲酒運転の根絶 

③ 道路交通環境の整備 

④ 救助・救急活動の充実 

⑤ 被害者支援の充実と推進 

⑥ 交通事故調査・分析の充実 
 

【第１の柱】市民一人ひとりの交通安全意識の高揚 

交通事故をなくすためには、市民一人ひとりが交通ルールを遵守し、正しい

交通マナーを実践するとともに、交通事故防止は自身の問題として考え、行動

することが何よりも重要です。そこで、交通安全に関する活動への市民の自発

的な参加を支援するとともに、交通安全に関する施策や交通事故発生状況等必

要な情報を積極的に提供します。 

また、特に問題となっている高齢者の交通安全対策、自転車の安全利用、飲

酒運転の根絶については関係機関・団体と連携し、強力に推進します。 

 さらに、参加・体験型の交通安全教育を推進するとともに、普段、交通安全

教育を受ける機会の少ない方に対する交通安全教育にも配慮します。 

 

（１）市民総参加でつくる交通安全の推進 

① 交通安全の日における活動の推進 

ア 市民一人ひとりの活動の推進 

市民が家庭、学校、職場等において交通安全について話し合い、毎月 

１０日の「交通安全の日」に、それぞれができる交通安全活動を積極的に

実践するよう図ります。 

イ 関係機関・団体等における活動の推進 

関係機関・団体等と連携し、交通安全意識の高揚を目的とした施策を一

斉に展開することにより、市民一人ひとりに交通ルールの遵守と正しい交

通マナーの浸透を図ります。 

② 交通安全活動に関する情報提供の推進 

交通安全に対する理解を深め、交通安全に関する活動への自発的な参加

を支援するため、広報やホームページ、ＳＮＳ等を利用し、交通安全に関

する情報を提供します。 

③ 市民の意見を反映した交通安全の推進 

交通安全対策に関する意見等を広く求めるため、ホームページを利用し

た意見の募集やアンケート調査を実施し、市民からの意見・要望を交通安

全の施策に役立てます。 
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④ 交通安全団体等への支援等 

ア 交通安全協会 

一般ドライバーを会員とした交通安全協会は、地域における交通安全の

中核として、交通安全運動をはじめ、交通安全教育・広報等の様々な活動

を展開するなど、重要な使命と役割を担っています。このため、交通安全

協会に対する必要な支援を行うとともに、各種の交通安全活動が、より一

層自主的かつ積極的に行われるように協力します。 

イ 地区安全運転管理者協議会 

安全運転管理者協議会は、道路交通法により、一定台数以上の自動車を

使用している事業者が選任することを義務付けられた安全運転管理者によ

って組織された交通安全団体で、職域における交通安全を確保するため重

要な使命と役割を担っています。 

適正かつ効果的に運用するため密接な連携を図り、職域における安全運

転管理の徹底を促進します。 

ウ 地域交通安全活動推進委員協議会 

地域交通安全活動推進委員協議会は、地域における道路交通に関するモ

ラルを向上させ、交通安全の確保について住民の理解を深めるための諸活

動のリーダーとして重要な使命と役割を担っています。 

このため、地域交通安全活動推進委員協議会に対する必要な支援を行う

とともに、より効果的な活動が行われるように推進します。 

エ その他の団体・個人 

幼児・児童の道路横断中の事故を防止するため、希望する団体・個人に

啓発物やポスター、のぼり旗、横断旗等を提供し、地域における交通安全

活動を支援します。 

⑤ 市民参加型交通安全対策の推進 

通学路交通安全プログラムに基づき、通学路安全推進協議会による通学

路合同点検を実施し、通学路の危険箇所における安全対策を推進します。 

 

（２）交通安全に関する普及啓発活動の推進 

① 交通安全運動の推進 

ア 期間を定めて行う運動 

四季の交通安全運動を中心に、警察や交通安全団体と連携して市内の交

通事故防止に向けた運動を展開します。 

イ 日を定めて行う運動 

千葉県が定める毎月１０日の「交通安全の日」、毎月１５日の「自転車

安全の日」を中心として、市民一人ひとりが交通ルールの遵守と交通マナ

ー向上の実践を目的に、広報啓発や指導等の施策を推進します。 

ウ 年間を通じて行う運動 

本計画における重点事項の「高齢者の交通安全対策の強化」、「自転車
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の安全利用対策の強化」の２項目を中心としつつ、幅広く展開します。 

② 交通安全に関する広報の推進 

ア 街頭キャンペーンの実施 

交通安全意識の普及を図るため、警察や交通安全団体と密接な連携の

下、駅前や大型商業施設などにおいて啓発キャンペーンを積極的に実施し

ます。 

イ 広報媒体の積極的活用 

市民一人ひとりが交通安全に関する関心と意識を高め、交通ルールの遵

守とマナーの実践を習慣づけるため、広報紙やホームページ、ＳＮＳ等を

積極的に活用します。 

ウ  交通安全ポスターの活用 

市内の小学校から交通安全ポスターを募集し、入賞した作品を使用した

交通安全ポスターカレンダーを作成し、市内の公共施設等に配布する等、

市民に対する広報啓発を積極的に推進します。 

エ 交通安全団体に対する資料、情報の提供 

交通安全団体の主体的な活動を促進し、交通安全のための諸活動が積極

的に行われるよう交通事故の分析等各種資料、情報等を提供します。 

③ シートベルト着用及びチャイルドシート使用の徹底 

シートベルトの着用及びチャイルドシートの使用が徹底されていない現

状を踏まえ、その着（使）用効果及び正しい着（使）用方法についての周

知に努め、全ての座席におけるシートベルト着用、チャイルドシートの使

用を推進するため、関係機関・団体が一体となり、あらゆる機会を活用し

た着（使）用の徹底を図ります。 

④ 小型モビリティの安全対策 

電動キックボードやペダル付き電動バイク等について、利用者による交

通事故の実態や違反の状況を踏まえ、基本的な交通ルールの周知に努めま

す。 

⑤ その他の普及活動の推進 

ア 視認性の高い服装の着用及び反射材等の普及促進 

薄暮時及び夜間・早朝における歩行者・自転車利用者の交通事故防止を

図るため、交通安全教室や交通安全イベント等において、各種資機材を活

用し、視認性の高い明るい色の服装の着用や反射材・ＬＥＤライトの効果

について周知させるとともにこれらの普及促進を図ります。 
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イ ゼブラ・ストップ3活動及び３（サン）・ライト運動4の推進 

歩行者の横断歩道横断中や道路横断中の交通事故が後を絶たないことか

ら、ゼブラ・ストップ活動及び３（サン）・ライト運動の内容の周知とそ

の推進を図り、歩行者の交通事故抑止に努めます。 

 
（３）地域でつくる高齢者交通安全対策の推進 

高齢運転者による交通事故を減少させるため、運転に自信がなくなった高齢

者が積極的に免許返納をするような施策を展開します。 

また、高齢者が集まる場所において、交通安全講話、ポスターの掲示、交通

安全教育映像の上映、反射材の配布等の交通安全広報活動を実施します。 

 
（４）自転車の安全利用の推進 

① 自転車の安全利用に係る広報活動の推進 

自転車は、幼児から高齢者まで誰でも簡単に利用できる便利で手軽な乗

り物ですが、近年、歩道での暴走や携帯電話等を使用しながらの走行など

の影響により、自転車運転者が加害者となる事故の増加が問題となってお

り、自転車の安全利用に対する社会的関心が高まっています。 

そのため、交通安全運動などのあらゆる機会に広報媒体を積極的に活用

し、自転車の交通ルール遵守と正しい交通マナーの周知を推進する必要が

あります。 

また、令和８年４月施行の自転車運転者に対する交通反則通告制度（青

切符）について広報活動を実施します。 

ア 自転車安全利用キャンペーンの実施 

毎年５月に実施する「自転車月間」及び毎月１５日の「自転車安全の

日」における、関係機関・団体と連携した啓発活動を実施するとともに、

交通安全協会、自転車軽自動車商協同組合等と連携し、街頭での自転車点

検、安全指導を実施するなど自転車安全利用対策を推進します。 

イ 交通ルールの周知 

幼児から高齢者まで各年齢層を対象に、警察、学校、自治会等と連携し

て、参加・体験型の交通安全教育等を推進し、自転車の正しい乗り方の周

知徹底を図ります。 

特に、自動車免許等を取得されていない自転車利用者の方にもわかりや

 
3 運転者に対して横断歩道等における歩行者等の優先義務を周知徹底させることにより、

横断歩道上における歩行者等の保護を強化することを目的とし、横断歩道の和製英語であ

るゼブラゾーンの「ゼブラ」にかけて下記の項目をドライバーに意識させるもの。 

①ゼ「前方」、②ブ「ブレーキ」、③ラ「ライト」 
4 夕暮れ時から夜間に掛けて多発している歩行者の道路横断中の事故抑止を重点とし、３

つのライトを推進し、交通事故を抑止する運動。 
①ライト（前照灯）：早めのライト点灯と、下向き・上向きの小まめな切り替えを心がける 
②ライト・アップ（目立つ）：反射材等の活用や明るい色の服装によって自分を目立たせる 
③ライト（右）：右からの横断者にも注意 
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すい交通安全教室の開催等を推進し、正しい交通知識や交通ルールの周知

徹底を図ります。 

ウ 自転車利用者への広報啓発 

公共施設や駐輪場、自転車販売店などの自転車利用者が目にする機会の

多い場所にポスター等を掲示するなど、より多くの自転車利用者に届くよ

う広報活動を実施し、自転車利用者に自転車の交通ルールと正しい交通マ

ナーの周知徹底を図ります。 

また、高齢者の行動や身体的な特徴に合わせた交通安全に関する周知や

啓発を推進し高齢者の交通事故減少を図ります。 

② 自転車の点検整備の促進 

交通安全教室や講習等において、日常点検実施の習慣化、自転車安全整

備店における定期的な点検・整備を呼びかけ、自転車点検整備意識の徹底

を図ります。 

③ 自転車損害賠償保険等への加入促進 

令和４年７月に千葉県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例に

より、自転車損害賠償保険等への加入が義務となっていることや、自転車

の関係する交通事故の民事裁判において、高額の損害賠償が命じられてい

る事例を示す等、交通安全教室や講習会等において、自転車損害賠償保険

等の必要性を説明し、ＴＳマーク5などの各種自転車損害賠償保険等への加

入促進を図ります。 

④ 反射材等の普及・促進 

薄暮時及び夜間における自転車の交通事故防止を図るため、明るい服装

の着用や反射材等の効果について周知し、普及を図ります。 

⑤ 街頭における自転車安全利用の指導 

警察や交通安全団体と連携して、市内主要駅周辺で自転車の安全利用に関

する街頭指導を行うとともに、違反者への声かけ等を実施します。 

⑥ 全ての年齢層への自転車乗車用ヘルメット着用の普及促進 

自転車乗用中又は同乗中の交通事故は頭部に重大な損傷を受けるおそれ

があり、頭部への衝撃を減らすことができる自転車乗車用ヘルメットの着

用は大変重要です。そのため、交通安全教室や講習会等において、幼児か

ら高齢者まで全ての年齢層に対し、自転車乗車用ヘルメットの正しい着用

と効果について広報し、着用の促進を図ります。 

⑦ 幼児二人同乗用自転車の適正利用の推進 

保護者を対象とした交通安全教育において、幼児二人同乗用自転車の安

全な利用方法の指導を積極的に実施します。 

 

 
5 Traffic Safety マーク。自転車安全整備店の自転車整備士が点検整備し、道路交通法に規

定する普通自転車であることを確認して貼付するマーク。傷害保険及び賠償責任保険が附

帯されている。 



 

15 

 

⑧ 悪質・危険な運転者対策の推進 

正しい交通ルールの浸透や交通マナーの向上を図るため、違反者に対し、

街頭指導を行うとともに、交通安全の関係団体と連携し「自転車安全の日」

を中心に自転車利用者への法令遵守の徹底を図ります。 

また、「自転車運転者講習制度」の周知を図るとともに、警察などの関

係機関と連携し、悪質・危険な運転者等への対策を推進します。 
 

（５）段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

① 幼児に対する交通安全教育 

ア 幼児に対する交通安全教育の推進 

将来にわたって道路を通行するときに必要な交通安全意識と実践する力

を養うためにも、幼少期からの教育は必要不可欠です。 

そこで、幼稚園・保育園等と連携し、参加・体験型の歩行安全教育を推

進します。 

イ 家庭に対する広報活動等の推進 

幼児のいる家庭での交通安全に対する意識を高め、家庭での交通安全の

話し合いや会話がもたれるように、関係機関・交通安全団体と連携・協力

し、積極的な情報提供や広報活動を行います。 

② 小学生に対する交通安全教育 

ア 小学校における交通安全教育の推進 

小学校において、歩行者、自転車利用者として必要な知識と技能を修得

させるとともに、道路及び交通の状況に応じた具体的な安全行動が習得で

きるよう交通安全教育を計画的かつ継続的に実施します。 

イ 交通安全に関する資料等の配布 

交通安全に関するリーフレット等を配布し、児童だけでなく保護者の日

常生活における交通安全意識も高揚を図ります。 

ウ 交通安全教育事業の推進 

市内の小学生を対象として参加・体験型の歩行安全教育、自転車安全利

用教育を推進するとともに、関係教職員を交通安全教育の指導者として育

成することにより、学校等における段階的、体系的かつ実践的な交通安全

教育が主体的に行われるよう推進します。 

③ 中学生に対する交通安全教育 

スケアード・ストレイト教育技法6による自転車交通安全教室や自転車安

全利用講習会の開催など、警察や学校等と連携・協力を図りながら、自転

車で安全に道路を通行するために必要な知識と技能を十分に習得させると

ともに、自己及び他の人々にも配慮した安全行動ができるよう交通安全教

育を計画的かつ継続的に実施します。 

 
6 恐怖を実感することで、それにつながる危険行為を未然に防ぐ教育技法。スタントマン

が事故現場を再現することで、交通事故の怖さや交通ルールを学ばせる方法。 
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④ 高校生・成人に対する交通安全教育 

高校や大学、自治会、企業等の団体を対象として、自転車の交通ルール

やマナー向上についての講習会を開催し、受講者の自転車利用に対する安

全意識の高揚を図ります。 

また、公民館等の施設で交通安全に関するチラシやポスターの掲示や配

架を通じて交通安全に対する意識を高めます。 

⑤ 高齢者に対する交通安全教育 

自治会、高齢者クラブ、シルバー人材センター等の会員の高齢者を対象

に、自転車安全利用講習会をはじめとした交通安全教室の開催の更なる推

進を図ります。 

身体機能の低下が及ぼす影響について理解を促すほか、交通手段に応じ

た交通ルールを遵守するよう高齢者に指導を行います。 

また、夜間事故防止のため、視認性の高い服装、反射材等を積極的に活

用するよう指導を行います。 

⑥ その他の対象への交通安全教育 

障がいのある人や外国人など、特段の配慮が必要な人へは、きめ細かい

講習の内容や指導方法による交通安全教育を推進します。 

 

（６）効果的な交通安全教育の推進 

① 交通安全教育指導者の育成 

幼児から高齢者にいたるまでの交通安全教育を推進するため、講習会等

を通じて交通安全教育指導者の育成を図ります。 

② 交通安全教育の推進 

ア 交通安全指導 

市民に対する交通安全教育を推進するため、市内の幼稚園・保育園・小

中学校・高校・大学・自治会・企業等において交通安全教室を開催しま

す。 

イ 交通公園 

交通公園(東菅野児童交通公園、南沖児童交通公園)では、信号機、交差

点、横断歩道等がある模擬道路にて、自転車、足踏みカートなどを利用

し、こどもが楽しみながら交通知識や交通ルールを身につけることができ

るよう努めるとともに、親子で交通ルールを学べる指導を行います。 

また、設備の更新を適宜行うことで、こどもが安全に利用できる環境を

提供します。 

 

【第２の柱】飲酒運転の根絶 

（１）教育・知識の普及・啓発・意識の高揚 

① 市民に対する啓発・意識の高揚 

飲酒運転に関する理解を深めてもらうため、広報紙やホームページ、Ｓ
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ＮＳ、講習や安全教育等のあらゆる機会を通じて、市民に対して情報を提

供します。 

② 飲酒運転根絶に係る教育の実施 

社会人・学生等への各種安全講習の機会を活用し、飲酒運転根絶に係る

教育を実施します。 

 

（２）飲酒運転等に係る被害者等支援 

交通事故等の被害者やその家族は、事件・事故による直接的な被害だけでは

なく、精神面や経済面において二次的被害を受けることが多い状況にあること

から、再び平穏な生活を営むことができるよう、被害者等の心情に配慮した適

切な被害者支援に努めます。 

 

【第３の柱】道路交通環境の整備 

交通事故の防止と交通の円滑化を図るには、「人優先」の考えの下、人間自

身の移動空間と自動車や鉄道等の交通機関との分離を図るため道路交通環境の

整備が必要です。そのため、道路の整備、交通安全施設の整備、総合的な駐車

対策を進めます。 

 

（１）生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

① 生活道路における交通安全対策の推進 

生活道路において、歩行者や自転車利用者等の安全な通行を確保するた

めの取組を推進します。 

② 通学路等における交通安全の確保 

通学路における児童等の安全を確保するため、「通学路交通安全プログラ

ム」等に基づく定期的な合同点検の実施や対策の改善・充実等の継続的な取

組を推進するとともに、幼児・児童・生徒の通行に係る安全を確保するため、

通学路の歩道整備等を積極的に推進します。 

③ 高齢者、障がいのある人等の安全に資する歩行空間等の整備  

歩行者の安全で円滑な通行を確保するため、歩行者等の交通事故が発生

する危険性の高い区間等について歩道を整備するとともに、バリアフリー

化をはじめとする安全・安心な歩行空間を整備します。 

④ 無電柱化の推進 

都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確保を図るため、「市川

市無電柱化推進計画」に基づき、無電柱化を推進します。 

 

（２）幹線道路における交通安全対策の推進 

① 事故危険箇所対策の推進 

交通事故が多発している交差点などに対する集中的な事故抑止対策のた
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め、当該箇所においては、交差点の改良、歩道、防護柵、区画線、道路照

明灯、視線誘導標の設置、道路標識の整備等の対策を推進します。 

② 適切に機能分担された道路網の整備 

交通の安全を確保するため、幹線道路から居住地域内道路に至るネット

ワークによって適切に機能が分担されるよう体系的な道路整備を進めると

ともに、他の交通機関との連携強化を図る道路整備を推進します。 

また、都市計画道路の整備を推進し、通過交通の排除と交通の効果的な

配分を行い、道路の著しい混雑、交通事故の多発などの防止を図ります。 

③ 道路改良による道路交通環境の整備 

交通事故を防止し、安全かつ円滑・快適な移動を確保するため、歩道及

び交通安全施設の整備を積極的に推進します。 

 

（３）交通安全施設等の整備促進 

① 効果的な交通安全施設等の整備 

道路の構造、交通の状況等に応じて、道路標識や道路標示の高輝度化等

を推進するとともに、市民等から寄せられる各種要望や交通環境等をもと

に道路管理者と警察等が共同で検討して取り組みます。 

② 生活道路における交通安全対策の推進 

通学路や自動車交通量の多い生活道路においては、学校や警察と連携を

図りながら、歩行者と自転車利用者に係る死傷事故の抑止を図るため、自

動車の速度を低下させる物理デバイスやカラー舗装の整備、まごころ道路7

の整備、ゾーン３０プラス8の取組について警察との緊密な連携、自転車の

通行位置を示すピクトグラム等の設置に努めます。 

さらに、令和８年９月１日の改正道路交通法施行令の施行により、主に

中央線又は車両通行帯が設けられていない生活道路における自動車の法定

速度が３０キロメートル毎時となることを踏まえ、制度の周知を図ります。 

③ 交差点・カーブ対策の推進 

交通事故発生の危険性がある交差点・カーブ区間に対して、ドット線、

視線誘導標、道路照明灯等の整備を推進します。また、信号機のない交差

点においてはドット線、交差点クロスマークの設置、カラー舗装などによ

る交差点存在の明確化や、カーブ地点においては、線形の明確化に努めま

す。 

④ 夜間事故防止対策の推進 

夜間における視認性を高めるため、交差点やカーブに道路照明灯、道路

標識の設置、道路標示の高輝度化に努めます。 

 
7 幅員が４ｍ未満の道路を一部拡幅し、車のすれ違いができるようにする狭あい道路対

策。 
8 生活道路における人優先の安全・安心な通行空間を整備することを目的として、区域

（ゾーン）を定めて 30 キロメートル毎時の速度規制を実施するとともに、物理的デバイ

スとの適切な組合せにより交通安全の向上を図る生活道路対策。 
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（４）自転車利用環境の総合的整備 

① 自転車走行空間の整備 

「市川市自転車走行空間ネットワーク整備計画」等に基づき、歩行者と

自転車利用者が安全で快適に通行できるよう、自転車レーン等の自転車走

行空間の整備を推進します。その他にも、自転車交通量の多い路線におけ

る自転車走行環境の整備に努めます。 

② 自転車等駐車場の整備及び利用の促進 

駐輪需要が高い地域の放置自転車の解消を目指し、鉄道事業者や地域と

協力して、計画的に自転車等駐車場を整備し、その利用を促進します。 

③ 街頭指導員の配置 

自転車の放置を防ぎ、安全な歩行空間を確保するため、街頭指導員を各

駅周辺に配置し、自転車を放置しようとする者を駐輪場に誘導するととも

に、放置された自転車の整理を行います。 

④ 放置自転車の撤去 

放置抑止策として、放置禁止区域内または公道にある放置自転車の撤去

を行います。 

⑤ 駐輪秩序の確立 

路上駐輪を防止し、駅周辺の駐輪場の適正かつ効率的な利用促進を図り

ます。 

⑥ 駅前放置自転車クリーンキャンペーンの実施 

放置自転車等の問題を関係機関と連携・協力して広く市民に訴え、その

解消を図るための放置自転車クリーンキャンペーンを積極的かつ計画的に

実施します。 

⑦ シェアサイクル事業の推進 

市民や来街者の移動の利便性及び回遊性の向上を図るため、事業者等と

連携し、シェアサイクルの利用を推進します。 

 

（５）交通需要マネジメントの推進 

コミュニティバスの運行や路線バスの利便性向上に対する支援のほか、デマ

ンド型乗合タクシーをはじめとした新たな移動手段の導入など、公共交通機関

の利用を促進し、自動車交通からの利用転換を図ります。 

 

（６）災害に備えた道路交通環境の整備 

① 災害発生に備えた安全の確保 

地震、豪雨等による災害が発生した場合においても、安全性、信頼性の

高い道路交通を確保するため、道路の安全性に関する点検を強化し、関係

機関とともに迅速な対応ができるよう緊急補修体制を構築します。 
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② 災害発生時における交通規制等 

災害発生時は、消火や救出活動、避難活動など、緊急活動道路9等の確保

が大きな課題となることから、市川市地域防災計画に基づき、被災市街地

対応本部において、道路橋梁の被災状況等の情報収集に努め、交通規制等

が速やかに実施されるよう対処します。 

さらに、道路法(昭和27年法律第180号)等に基づき、道路、橋梁等の損

壊、放置車両、ビル等の倒壊により道路が遮断された場合、また、二次災

害の発生を防止する必要がある場合には、通行禁止及び迂回措置をとるた

めの交通規制等を関係機関の協力の下適切に実施します。この場合、災害

の状況や交通規制等に関する情報を迅速に交通利用者へ提供します。 

③ 災害発生時における情報提供の充実  

災害発生時において、道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確に

収集・分析し、道路利用者等へ情報提供を行います。 

また、通行可能な道路網の把握と緊急輸送道路や緊急活動道路の確保に

向けた情報の収集・提供に努めます。 

 

（７）総合的な駐車対策の推進 

路上駐車による交通阻害や事故の危険性を防止するため、警察と協力して駐

車対策を実施することで、秩序ある道路の確保に努めます。 

また、本市は安全で快適な都市環境を備えたまちづくりを目的に、駐車需要

が生じる一定規模以上の建築物の開発に対して、「市川市宅地開発事業に係る

手続き及び基準等に関する条例」、「大規模小売店舗立地法」等の運用によ

り、適切な規模の駐車場の整備を図り、違法駐車に繋がらないように対策をし

ます。 

 

（８）交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

① 道路占用の適正化等 

ア 道路占用の適正化 

工作物の設置のための道路占用の許可に当たっては、道路の構造を保全

し、安全かつ円滑な道路交通を確保するために適正な運用を行うととも

に、許可条件の履行、占用物件等の維持管理について指導します。 

イ 不法占用物件の排除等 

道路交通に支障を与える不法占用物件等については、必要かつ適切な措

置を講ずることによりその排除、撤去を行うとともに、不法占用物件等の

防止を図るための啓発活動を沿線住民等に対して積極的に行います。 

 

 
9 災害時において物資・資機材の搬入、応急給水活動、瓦礫の搬送等が必要となるため、

千葉県の緊急輸送道路と有機的に連携を保ち、災害時の道路啓開の優先性等を考慮して選

定した道路。 



 

21 

 

ウ 道路の掘り返しの抑制等 

道路の掘り返しを伴う占用工事については、無秩序な掘り返しと工事に

伴う事故・渋滞を防止するため、施工時期や施工方法を調整します。 

エ 大規模事業等への適切な指導 

都市計画事業や大規模開発事業、大規模小売店舗等の建設に際し、地域

の交通状況を勘案した上で、交通管理上必要な指導を行います。 

② こどもの遊び場等の確保 

路上における遊びや運動による交通事故防止のため、都市公園等の整備

を促進するほか、こどもの遊びの場としてこども館等の活用を促進します。 

③ 道路法に基づく通行の禁止又は制限 

道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため、道路の破損、欠

壊又は異常気象等により交通が危険であると認められる場合及び道路に関

する工事のためやむを得ないと認められる場合には､道路法に基づき、迅

速かつ的確に通行の禁止又は制限を行います。 

また、道路との関係において必要とされる車両寸法、重量等の最高制限

を超える車両の通行の禁止又は制限に対する違反を防止するため、必要な

体制の拡充・強化を図ります。 

 

【第４の柱】救助・救急活動の充実 

交通事故による負傷者の救命を図り、また、被害を最小限にとどめるため、高

速道路を含めた道路上の交通事故に即応できるよう、救急医療機関、消防機関等

の関係機関による緊密な連携・協力を確保しつつ、救助・救急体制及び救急医

療体制の整備を図ります。 

特に、負傷者の救命率・救命効果の一層の向上を図る観点から、救急現場ま

たは搬送途上において、医師、看護師、救急救命士、救急隊員等による一刻も

早い救急医療、応急処置等を実施するための体制整備を図るほか、事故現場か

らの緊急通報体制の整備やバイスタンダー10による応急手当の普及等を推進し

ます。 

 

（１）救助・救急体制の整備 

① 大規模事故における広域応援体制の整備 

大規模事故の際には、本市の消防力だけでは対応困難な状況があるた

め、近隣消防機関及び緊急消防援助隊等の広域応援体制を有効に活用した

救助・救急体制を構築します。 

② 心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進 

交通事故による負傷者の救命を図り、被害を最小限にとどめるために

は、現場におけるバイスタンダーにより、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）

の使用を含めた応急手当が一般に行われるようにする必要があります。 

 
10 事故や災害の現場に居合わせた第三者のこと。 
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このため、「救急の日」及び「救急医療週間」を中心に、広報啓発活動

を積極的に推進するなど、地域住民、学生、事業所等に応急手当の知識・

技術の普及を図ります。 

③ 救急救命士の養成・配置等の推進 

プレホスピタルケア11の充実強化を図るため、消防機関において救急救

命士を計画的に配置できるように教育を推進します。 

④ 救助・救急資機材の整備の推進 

救助・救急業務の円滑かつ適切な遂行を図るため、救助・救急資機材の

整備を促進します。 

⑤ 救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実 

救助隊員、救急隊員が交通事故現場で迅速、確実な活動を遂行するため

には、より高度な知識・技術を習得する必要があることから、関係機関等

が行う研修会やシンポジウム等に積極的に参加させ、隊員のレベルアップ

を図ります。 

 

（２）救急医療体制の整備 

救急医療体制の整備については、地元医師会等の協力を得て１次救急医療機

関である市川市急病診療所及び休日急病歯科診療所の運営を継続します。 

また、１次救急医療機関で対応できない入院や手術を必要とする患者につい

ては、後方医療機関である２次救急医療機関の輪番制により対応し、頭部損傷

等の重篤救急患者については、３次救急医療機関である東京ベイ・浦安市川医

療センター、順天堂大学医学部附属浦安病院等の救命救急センターへの要請を

行います。これに加え、市川市独自の体制として、市川・浦安地域の５病院 12

が輪番制で３次救急医療に準じた２.５次救急医療を行っており、救急医療体

制の充実を図るとともに、救急医療に対する知識の普及・啓発を図ります。 

 

（３）救急関係機関との協力関係の確保等 

① 救急関係機関との協力関係の確保等 

救急業務の高度化が図られるよう救急救命士に対する指示体制(ホットラ

イン等)、救急救命士を含めた救急隊員による応急処置等の質を確保するメ

ディカルコントロール13体制の充実を図ります。 

② 迅速な救急体制事業の推進 

交通事故等の負傷者は重症である可能性が高いことから、医師等が同乗

して速やかに救命医療を開始することが極めて重要です。 

 
11 急病人などを病院に収容する前に行う応急手当、病院前救護。 
12 国立健康危機管理研究機構 国立国府台医療センター、国際医療福祉大学市川総合病院、

行徳総合病院、順天堂大学医学部附属浦安病院、東京ベイ・浦安市川医療センター 
13 救急患者を現場から医療機関に搬送する間に医師以外の者が医療行為を実施する場合、

医師が必要な処理を指示あるいは指導して、それらの医療行為の質を保証するもの。 
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このため、重篤患者の救命率向上や後遺症の軽減を目指し、高度医療機

関への迅速な搬送・収容を可能にするドクターヘリやラピッドカーの積極

的な活用を推進します。  
 

【第５の柱】被害者支援の充実と推進 

交通事故被害者は、交通事故により肉体的、精神的、経済的に多大な打撃を

受け、またはかけがえのない生命を絶たれるなど、深い悲しみやつらい体験を

されています。交通事故被害者を支援するため、交通事故相談、必要な情報の

提供及び助言を行うとともに、その心情に配慮した対策を推進します。 

 

（１）交通事故被害者等に対する援助措置の充実 

「市川市遺児手当支給条例」や「市川市犯罪被害者等支援条例」に基づき、

児童を養育する方への手当や、犯罪行為による被害者等への見舞金の支給など、

交通事故被害者等の精神的又は身体的な苦痛の慰藉、経済的負担の軽減等を図

ります。 
 

（２）交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進 

① 交通事故相談業務の充実  

交通事故による被害者、その家族や遺族の精神的負担や社会的、経済的

負担に適切に対応するため、専任の相談員による、被害者等の心情に配慮

したきめ細かい相談業務や心のケア対策の実施に努めます。 

② 交通事故相談活動の推進 

損害賠償など、交通事故による被害者等の抱える問題に適切に対応する

ため、広報紙やホームページ等の活用により交通事故当事者に対し、広く

相談の機会の提供を図ります。 

 

【第６の柱】交通事故調査・分析の充実 

交通事故が多発している箇所、若しくは今後、交通事故の発生が懸念される

箇所について、警察や道路管理者などの関係機関・団体と共同して現地診断を

実施し、道路交通環境の観点から交通事故の発生原因及び対策を検討し、各管

理者が対策を実施することにより、交通事故防止を図ります。 
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第２編 鉄道交通の安全 

 

 
１．鉄道事故のない社会を目指して 

鉄道は、多くの市民が利用する生活に欠くことのできない交

通手段です。市民が安心して利用できる、一層安全な鉄道輸送

を目指し、重大な列車事故やホームでの事故への対策等、各種

の安全対策を総合的に推進していきます。 

 

 

 

 

２．鉄道交通の安全についての目標 

踏切道の事故発生ゼロを目指します 

 

 
 

 

３．鉄道交通の安全についての対策 

鉄道交通における交通事故防止対策の３つの視点 

第１の視点 重大な列車事故の未然防止 

第２の視点 利用者等の関係する事故の防止 

第３の視点 それぞれの踏切の状況を勘案した効果的対策の推進 

 

 
 

 

鉄道交通における交通事故防止対策の３つの柱 

第１の柱 鉄道交通環境の整備 

第２の柱 鉄道交通の安全に関する知識の普及 

第３の柱 救助・救急活動の充実 
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第１章 鉄道交通の安全についての対策 

 

第１節 今後の鉄道交通安全対策の方向性 

多数の乗客を輸送する電車との衝突事故は、甚大な被害をもたらす重大事故

に直結するため、電車の適正な運行管理と鉄道施設の維持管理により、未然防

止を図り、踏切道の事故発生ゼロを目指します。 

さらに、踏切道においては、構造の改良や踏切設備の安全対策を進める際、

交通の円滑化などにも影響することを考慮しなければならないため、下記の視

点に基づき、今後も関係機関との連携の下、鉄道交通における交通事故防止を

さらに推進していくものとします。  

【第１の視点】重大な列車事故の未然防止 

【第２の視点】利用者等の関係する事故の防止 

【第３の視点】それぞれの踏切の状況を勘案した効果的対策の推進 

 

 

第２節 鉄道交通安全の施策 

鉄道における事故をなくし、市民の安全を確保するため、以下の３つの柱を

中心に交通安全対策を推進します。 

 

【第１の柱】 鉄道交通環境の整備 

鉄道における交通事故を未然に防止するためには、踏切における安全施設が

適正に整備・管理されていることが重要であることから、関係機関による対策

の実施を推進します。 

 

（１）鉄道施設等の安全性の向上 

鉄道施設の駅構内においては、高齢者や障がいのある人の安全に十分配慮

し、バリアフリー化を今後も推進するとともに、プラットホームにおける転落

事故の未然防止対策として、ホームドアや内方線付点状ブロック等の整備を推

進します。 

 

（２）踏切道の改良 

市内の京成本線の踏切について、今後、都市計画道路の整備に併せて立体化

による踏切除去を推進します。 
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【第２の柱】 鉄道交通の安全に関する知識の普及 

鉄道上での交通事故の防止には、鉄道事業者による安全対策に加え、利用

者・周辺住民等の理解と協力が必要です。 

そのため、市民に対して踏切通行時の危険性や安全確認に関して、交通安全

に関する講習会等で周知を図るほか、踏切事故等の発生箇所や危険性の高い踏

切道において、警戒標識や路面表示等により、道路利用者に注意を促すよう対

応を図ります。  

 

【第３の柱】 救助・救急活動の充実 

鉄道の重大事故等の発生に対して、避難誘導、救助、救急活動を迅速かつ確

実に行うため、主要駅における防災訓練の充実や鉄道事業者と消防機関、災害

派遣医療チーム、医療機関その他の関係機関との連携・協力体制の強化を推進

します。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

市川市 道路交通部 交通計画課 

  

〒２７２－８５０１ 

千葉県市川市南八幡２丁目２０番２号 

市川市役所 第２庁舎 

ＴＥＬ０４７－７１２－６３４１（直通） 



第 11次市川市交通安全計画の成果に関するアンケート 主要回答抜粋 

アンケート実施期間：令和８年６月４日～令和８年６月１３日）
回答数：4,312件 

徒歩、自転車がともに約 33%と最も多い 

思う、どちらかというと思うを合わせて、30%以上が交通安全意識や交通マナーが向上したと回答 

思う、どちらかというと思うを合わせて、約 30%が市内の道路環境が良くなったと回答 

約 70%がどちらともいえないと回答 

約 60%がどちらともいえないと回答 

交通安全施策のうち、道路環境の整備が特に重要であると考える割合が約 80%と最も多く、 

次いで交通安全意識の向上が約 67%となっている 

1.あなたが日常生活で最もよく利用する移動手段は何ですか？

※複数の移動手段を利用する場合は、最も利用頻度の高いものを一つ選んでください。

2.令和 2 （2020）年度以前と比べて、市民一人ひとりの交通安全意識や交通マナーは向上したと思いますか？

3.令和 2（2020）年度以前と比べて、市内の道路環境は安全になったと思いますか？

例:歩道やガードレールの整備、カーブミラーや信号機の設置など

4.令和 2（2020）年度以前と比べて、交通事故被害者に対する支援は進んだと思いますか？

例:事故相談体制や保険の普及など

5.令和 2（2020）年度以前と比べて、交通事故に対する調査研究は進んだと思いますか？

例:交通事故情報の提供や原因分析など

6.交通安全施策のうち、特に重要だと思うものを 2つまで選んでください。

資料－⑤
令和8年度第1回市川市交通対策審議会



　第11次市川市交通安全計画　実施事業一覧

実施事業の実績(累計等）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 R3～R7実績（累計等）

番
号

1 ①交通安全の日における活動の推進
毎月、市川・行徳警察署と協働で街頭指導において自転車安全利用、
シートベルト着用啓発等を実施。

11回 25回 30回 29回 37回 街頭啓発 132回

2 ②交通安全活動に関する情報提供の推進
交通安全イベント及びキャンペーン、街頭啓発におけるチラシの配布やホームページ、
広報紙などによる周知。

イベント、啓発　12回
広報紙　4回

イベント、啓発　25回
広報紙　5回

イベント、啓発　32回
広報紙　4回

イベント、啓発　31回
広報紙　6回

イベント、啓発　39回
広報紙　6回

イベント、啓発 139回
広報いちかわへの掲載 25回

3 ③市民の意見を反映した交通安全の推進
市民からの要望に加え、eモニター制度を活用した交通安全対策に関するアンケートを
実施。

市民ニーズ261件
eモニ　１件（交通安全
施策に関するアンケー
ト）

市民ニーズ　158件
eモニ　２件（自転車保
険に関するアンケート4
月、2月）

市民ニーズ　197件
eモニ　１件（自転車保
険に関するアンケート）

市民ニーズ　268件
eモニ　3件（自転車保険に関
するアンケート、自転車乗車
用ヘルメットの着用等に関す
るアンケート5月、12月）

市民ニーズ　275件
eモニ　0件

市民ニーズ 1,159件
eモニアンケート 7回実施

4 ④交通安全団体等への支援等
市川・行徳交通安全協会、市川・行徳地域交通安全活動推進委員協議会の4団体に対
して補助金を交付。

交通安全団体　4団体
への補助金交付

→ → → →

市川交通安全協会：500,000円
行徳交通安全協会：300,000円
市川地域交通安全活動推進委員協議会：100,000円
行徳地域交通安全活動推進委員協議会：100,000円

5 ⑤市民参加型交通安全対策の推進
通学路交通安全プログラムに基づき、学校、警察、道路管理者等の関係機関による通
学路合同点検を実施し、危険箇所における安全対策を推進する。

小学校11校、
点検箇所77箇所

小学校11校、
点検箇所32箇所

小学校、義務教育学
校、特別支援学校12
校、点検箇所32箇所

小学校11校、
点検箇所41箇所

小学校11校、
点検箇所57箇所

小学校ほか56校、点検箇所239箇所

6 ①交通安全運動の推進
年4回の交通安全運動期間において、広報紙、ホームページ、イベント、
街頭啓発等を実施。

イベント・啓発　      7回
広報/庁内放送　各4回

イベント・啓発　    13回
広報/庁内放送　各4回

イベント・啓発　      9回
広報/庁内放送　各4回

イベント・啓発　    10回
広報/庁内放送　各4回

イベント・啓発　    10回
広報/庁内放送　各4回

イベント・啓発　      49回
広報/庁内放送　各20回

7 ②交通安全に関する広報の推進
小学校の児童から募集した交通安全ポスターの入賞作品を使用して次年度の
ポスターカレンダーを作成し市内各所に掲示。

応募33校  591枚
カレンダー印刷  200枚

応募38校  626枚
カレンダー印刷  200枚

応募34校  602枚
カレンダー印刷  200枚

応募33校  583枚
カレンダー印刷  200枚

応募36校  669枚
カレンダー印刷  200枚

交通安全ポスター応募枚数　3,071枚
カレンダー印刷 200枚／年

8 ③シートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底
警察及び交通安全団体と共同でシートベルト及びチャイルドシート着用
キャンペーンを実施。

11回 22回 33回 22回 7回 キャンペーン実施回数 95回

9 地域でつくる高齢者交通安全対策の推進
平成22年度に締結した市川、行徳両警察署との協定（高齢者交通事故防止の相互協力
に関する協定書）に基づき、高齢者による運転免許証の自主返納推進のため、自主返
納者に対し満点エコボカード2枚を交付するもの。

満点エコボカード 126枚
（ 63人×2枚）

満点エコボカード 144枚
（  72人×2枚）

満点エコボカード 196枚
（  98人×2枚）

満点エコボカード 102枚
（  51人×2枚）

令和6年度末で事業終
了

満点カード 568枚（284人×2枚）

デジタル地域通貨「ＩＣＨＩＣＯ」として利用できるＩＣＨＩＣＯポイントを付与することにより、加
齢に伴う身体機能や判断力の低下などで、運転に不安を感じる方や、運転をしなくなっ
た方の有効期限が残っている運転免許証の自主的な返納を促進し、交通安全意識の高
揚に寄与するもの。

- -
申込107件
発行1,070,000ポイント

申込611件
発行6,110,000ポイント

申込1,442件
発行14,420,000ポイント

申込2,160件
発行21,600,000ポイント

10 ①自転車の安全利用に係る広報活動の推進 広報紙、ホームページ、街頭啓発活動の実施、自転車交通安全教室の開催。
広報　     4回
街頭啓発  11回

広報　     5回
街頭啓発  25回

広報　     4回
街頭啓発  30回

広報　     6回
街頭啓発  29回

広報　     6回
街頭啓発  37回

広報  25回
街頭啓発 132回

11 ②自転車の点検整備の促進 交通安全教室や講習会において、自転車の定期的な点検整備の意識徹底を図る。 45回 90回 46回 48回 50回 実施回数　279回

12 ③自転車保険への加入促進
講習会等において自転車保険の必要性を説明し、ＴＳマークなどの各種保険への加入
促進を図る。また、自転車保険加入義務化の周知を行う。（R4.7月～）

45回 90回 46回 48回 50回 実施回数　279回

13 ④反射材等の普及・促進
警察、交通安全団体と協働で毎月の自転車安全利用キャンペーンで
反射材を配布。

11回 25回 30回 29回 37回 街頭啓発　132回

14 ⑤街頭における自転車安全利用の指導
市内主要16駅周辺で市民マナー条例推進指導員が自転車安全利用の
声かけを実施。

5,025件 3,599件 4,198件 3,989件 3272件 条例推進指導員による指導回数20,083件

15 ⑥自転車乗車用ヘルメットの着用 講話で小学生や保護者を対象にしたヘルメット着用の促進を図る。 43校　4,821人 44校　4,087人 41校　4,056人 43校　3,991人 42校　3,881人 20,836人

令和5年4月1日から道路交通法の改正により、全ての自転車利用者の自転車乗車用ヘ
ルメット着用が努力義務となったことから、市民の交通安全意識の向上を図り、ヘルメッ
トの着用を早期に普及させるため購入費用の一部（1個あたり2,000円）を補助するもの。

- -
交付件数　10,494件
20,988,000円

交付件数　3,517件
7,034,000円

交付件数　3,487件
6,974,000円

交付件数　17,498件
34,996,000円

16 ⑦幼児二人同乗自転車の適正利用の推進 保護者を対象とした交通安全教育において、幼児二人同乗自転車の安全利用の指導。 18人 526人 18人 74人 85人 安全利用指導　参加者721人

17 ⑧悪質・危険な運転者対策の強化
「四季の交通安全運動」及び「自転車安全の日」等、街頭啓発にて自転車利用者に対す
る法令遵守の徹底。　危険運転者に対して街頭指導の実施。

11回（市川警察署管内6
回　行徳警察署管内5
回）

25回（市川警察署管内
16回　行徳警察署管内
9回）

30回（市川警察署管内
17回　行徳警察署管内
13回）

29回（市川警察署管内
17回　行徳警察署管内
12回）

37回（市川警察署管内
20回　行徳警察署管内
17回）

132回
（市川警察署管内76回　行徳警察署管内56回）

18 飲酒運転の根絶
交通安全運動期間中、重点目標として飲酒運転根絶についての街頭啓発、
広報紙及びホームページへの掲載。

広報　     4回
街頭啓発  11回

広報　     5回
街頭啓発  25回

広報　     4回
街頭啓発  30回

広報　     6回
街頭啓発  29回

広報　     6回
街頭啓発  37回

広報  25回
街頭啓発 132回

19 ①幼児に対する交通安全教育 幼稚園・保育園に交通安全指導員を派遣し、交通安全教室を開催。
88園  2,390人（29園中
止）

106園  5,569人（17園中
止）

124園  6,295人 134園  7,027人 137園  7,041人 実施回数 589回  参加者 28,322人

20 ②児童に対する交通安全教育 小学生を対象とした歩行安全教室・自転車安全教室を開催。
歩行：43校　4,821人
自転車：41校  4,545人

歩行：44校　4,087人
自転車：42校  3,779人

歩行：43校　3,917人
自転車：41校  4,056人

歩行：44校　3,933人
自転車：43校  3,991人

歩行：45校 3,925人
自転車：42校　3,881人

歩行：219回 20,683人
自転車：209回　20,252人

第11次市川市交通安全計画 事業内容

第1の柱
市民一人ひと
りの交通安全
意識の高揚

（１）市民総参加でつくる交通安全の推進

（２） 交通安全に関する普及啓発活動の推進

（３）地域でつくる高齢者交通安全対策の推進

（４） 自転車の安全利用の推進

（５） 飲酒運転の根絶

（６） 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施事業の実績

道路交通の安全
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　第11次市川市交通安全計画　実施事業一覧

実施事業の実績(累計等）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 R3～R7実績（累計等）
第11次市川市交通安全計画 事業内容

実施事業の実績

21 ③中学生に対する交通安全教育
スタントマンが交通事故を再現して、交通事故の怖さを体験する「スケアードストレイト方
式」の自転車交通安全教室を実施して、交通ルールを遵守した自転車運転をすることの
意識を醸成するもの。

10校  6,872人 6校  3,499人 5校  3,557人 5校  2,707人 6校　3,023人 実施回数 32回　参加者 19,658人

22 ④高校生・成人に対する交通安全教育 高校や大学、自治会、企業等の団体を対象とした交通安全講習を開催。 社会人　2回　18人
高校　2校　1,228人
社会人　27回　526人

高校　2校　938人
社会人　3回　18人

高校　2校　801人
社会人　3回　74人

高校　2校　679人
社会人　4回　85人

高校　8回　3,646人
社会人　39回　721人

23 ⑤高齢者に対する交通安全教育

自治会、高齢者クラブ、シルバー人材センターの会員等に、高齢者を対象とした交通安
全講習を開催。また、高齢者事故の多くを占める「法令違反」や「身体的な衰えが起因す
る自転車事故」等の内容を中心に実施。その他に高齢者にわかりやすいチラシの作成・
配布する。

0回 19回 400人 0回 0回 2回　47人 実施回数 21回 447人

24 ⑥その他の対象への交通安全教育 障がい者や外国人等を対象とした交通安全講習を開催。
特別支援学校
1校　0園　106人（筑波
大学附属キャンセル）

特別支援学校
2校　1園　106人

特別支援学校
２校　１園 219人

特別支援学校
２校　１園 217人

特別支援学校
2校 １園　 268人

特別支援学校　2校　1園　916人

25 ①交通安全教育指導者の育成
交通安全指導員を各種研修に参加させ、効果的な交通安全教育を習得させる。交通安
全教室や講習会等を通じた交通安全教育指導者の育成。

1回（幼児交通安全教育
セミナー）

１回（幼児交通安全教
育セミナー）

１回（幼児交通安全教
育セミナー）

1回（幼児交通安全教育
セミナー）

1回（幼児交通安全教育
セミナー）

幼児交通安全教育セミナー5回

26 ②交通安全教育の推進
市内2カ所ある交通公園内にある模擬道路で、自転車を運転しながら交通ルールやマ
ナーを学んでもらうもの。

東菅野　32,403人
南沖　   50,696人

東菅野　40,447人
南沖　   57,193人

東菅野　39,623人
南沖　   50,751人

東菅野　41,456人
南沖　    51,538人

東菅野　38,898人
南沖　    48,613人

利用者数　東菅野　192,827人
　　　　　　 　南沖 　　258,791人

27 ①生活道路における交通安全対策の推進
生活道路における歩行者と車が共存できる安全で安心な道路空間を創出するため、
カーブミラー、区画線、警戒標識等の設置により危険箇所への安全対策を実施する。

カーブミラー新設　31基
区画線新設　 1,753ｍ
警戒標識新設　1基

カーブミラー新設　36基
区画線新設　 1,260ｍ
警戒標識新設　3基

カーブミラー新設　39基
区画線新設　 2,889ｍ
警戒標識新設　0基

カーブミラー新設　17基
区画線新設　 973ｍ
警戒標識新設　1基

カーブミラー新設　24基
区画線新設　 444ｍ
警戒標識新設　4基

カーブミラー新設　147基
区画線新設　7,319 ｍ
警戒標識新設　9基

28 ②通学路等における交通安全の確保
通学路交通安全プログラムに基づき、学校、警察、道路管理者等の関係機関による通
学路合同点検を実施し、危険箇所における安全対策を推進する。

小学校11校、
点検箇所77箇所

小学校11校、
点検箇所32箇所

小学校、義務教育学
校、特別支援学校12
校、点検箇所32箇所

小学校11校、
点検箇所41箇所

小学校11校、
点検箇所57箇所

小学校ほか56校、点検箇所239箇所

29
③高齢者、障がい者等の安全に資する歩行空間等の整
備

「市川市交通バリアフリー基本構想」に基づき、主要駅周辺の概ね500ｍ以内を重点地
区として、歩道の段差解消・平坦性の確保等バリアフリー化を進めるもので、高齢者や
障がい者等に対応した道路整備を進める。

施工箇所：1箇所
施工延長：690ｍ

施工箇所：1箇所
施工延長：366ｍ

施工箇所：2箇所
施工延長：216ｍ

施工箇所：１箇所
施工延長：196ｍ

-
施工箇所：5箇所
施工延長：1,468ｍ

30 ④無電柱化の推進

令和4年8月に無電柱化を効果的に推進するため、優先度の高い路線などを定める「市
川市無電柱化推進計画」を策定した。
同計画では市川市の現状を踏まえ、防災性、安全性、景観性の3つの観点による優先度
の高い路線のほか、道路拡幅や大規模開発等が予定されている路線を、優先整備路線
として5路線を選定した。
5路線のうち、市道0220号については、現在事業を進めている都市計画道路3・6・32号整
備事業の無電柱化実施区間において、市道0128号については道路拡幅整備事業に併
せて、無電柱化を行う。

-

・修正設計（市道0220
号）R4～R5
・予備設計（市道0104
号、市道0216号、市道
0128号）R4～R5

・修正設計（市道0220
号）R4～R5
・予備設計（市道0104
号、市道0216号、市道
0128号）R4～R5

・電線共同溝整備工事
（市道0220号）R6～R7
・詳細設計（市道0104
号、市道0216号）R6～
R7

・電線共同溝整備工事
（市道0220号）R6～R7
・詳細設計（市道0104
号、市道0216号）R6～
R7

・4路線事業中（R7年度末）
１路線：工事施工段階、3路線：設計段階
（市道0220号：R7年度本体工事完了（事業継続））
（市道0104号：予備設計完了、詳細設計完了）
（市道0216号：予備設計完了、詳細設計完了）
（市道0128号：予備設計完了）

31 ①事故危険箇所対策の推進
既存道路の拡幅や隅切りなどの交差点拡幅等に必要な用地を確保して道路拡幅整備を
行い、歩行者等の安全確保及び地域交通の円滑化を図る。

施工箇所 3箇所
施工延長 187ｍ

施工箇所 1箇所
施工延長 332ｍ

施行箇所 2箇所
施工延長 520ｍ

-
施行箇所 1箇所
施行延長 164ｍ

施工箇所 7箇所
施工延長 1,203m

32 ②適切に機能分担された道路網の整備
通過交通と地域内交通を分け、効率的な道路ネットワークの構築を図り、市内の渋滞緩
和や都市基盤の整備を促進する。

都市計画道路3・6・32
号整備

市川市都市計画道路整
備プログラム策定
都市計画道路3・6・32
号整備

都市計画道路3・6・32
号整備

都市計画道路3・6・32
号整備

都市計画道路3・6・32
号整備

都市計画道路3・6・32号整備
整備延長650ｍ

33 ③道路改良による道路交通環境の整備
「市川市交通バリアフリー基本構想」の重点地区を外れる地区について、「人にやさしい
歩道整備指針」に沿って、道路改良工事等により歩道のバリアフリー化及び老朽化した
水路蓋の交換を行い、安全で快適な歩行空間の整備を進める。

施工箇所：3箇所
施工延長：993m

施工箇所：6箇所
施工延長：1,076m

施工箇所：6箇所
施工延長：740m

-
施工箇所：3箇所
施工延長：378m

施工箇所：18箇所
施工延長：3,187m

34 ①効果的な交通安全施設等の整備
道路における交通事故の発生状況、交通量その他の事情を考慮して、既存の道路標示
の高輝度化の整備を実施する。

区画線復旧　11,739ｍ
路面標示復旧　1,448ｍ

区画線復旧　2,654ｍ
路面標示復旧　972ｍ

区画線復旧　3,088ｍ
路面標示復旧　537ｍ

区画線復旧　4,764ｍ
路面標示復旧　1,060ｍ

区画線復旧　8,242ｍ
路面標示復旧　1,748ｍ

区画線復旧　30,487ｍ
路面標示復旧　5,765ｍ

35 ②生活道路における交通安全対策の推進
歩行者等の安全を確保するため、路側帯や交差点部にカラー舗装等の整備を実施す
る。

カラー舗装　1,174㎡ カラー舗装　510㎡ カラー舗装　492㎡ カラー舗装　766㎡ カラー舗装　481㎡ カラー舗装　3,423㎡

36 ③交差点・カーブ対策の推進
交通事故発生の危険性がある交差点に対して、ドット線、クロスマークの設置などによる
交差点存在の明確化を図る。また、カーブ地点においては線形の明確化に努める。

路面標示新設　1,102ｍ 路面標示新設　604ｍ 路面標示新設　809ｍ 路面標示新設　1,706ｍ 路面標示新設　1,290ｍ 路面標示新設　5,511ｍ

37 ④夜間事故防止対策の推進
夜間における視認性を高めるため、交差点や道路の屈曲部等に道路照明灯の設置を推
進し、不点灯においては補修を行う。
また、照明灯のLED化を推進する。

照明灯新設及び補修
73灯

照明灯新設及び補修
171灯

照明灯新設及び補修
32灯

照明灯新設及び補修
27灯

照明灯新設及び補修
41灯

照明灯新設及び補修　344灯

（７） 効果的な交通安全教育の推進

第2の柱
道路交通環
境の整備

（１） 生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の
整備

（２） 幹線道路における交通安全対策の推進

（３） 交通安全施設等の整備促進
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　第11次市川市交通安全計画　実施事業一覧

実施事業の実績(累計等）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 R3～R7実績（累計等）
第11次市川市交通安全計画 事業内容

実施事業の実績

38 ①自転車走行空間の整備
「自転車走行空間ネットワーク整備計画」に基づき自転車走行空間を整備する。
また、自転車利用者の交通ルールの意識を高めるため、自転車交通量が多い路線に、
自転車が走行する位置を明示するピクトグラムや矢羽根を設置するもの。

整備路線：3路線
延長：1,080m

整備路線：2路線
延長：710m

整備路線：7路線
延長：2,040m

整備路線：4路線
延長：2,093m

整備路線：3路線
延長：2,437m

施工箇所：19路線
施工延長：8,360m

39 ②自転車等駐車場の整備及び利用の促進 駅周辺の自転車等駐車場の整備、利用促進。 - -
182台（菅野第１駐輪
場・菅野第2駐輪場　開
設）

（参考）※ー372台(八幡
第5駐輪場 用地返還)
※ー138台(大野第5駐
輪場 民営化)

- 182台（菅野第１駐輪場・菅野第2駐輪場　開設）

40 ③街頭指導員の配置　 主要駅周辺の放置禁止区域に街頭指導員を配置。 76名配置 68名配置 68名配置 71名配置 102名配置 街頭指導員配置人数 385名配置

41 ④放置自転車の撤去 道路上における放置自転車の撤去。 1,880台 2,851台 3,180台 2702台 2,875台 放置自転車撤去台数 13,488台

42 ⑤駐輪秩序の確立 自転車等の放置禁止区域として駅周辺の9区域を指定。 8地区 8地区 9地区 9地区 9地区 令和5年度に8地区から9地区に拡大

43 ⑥駅前放置自転車クリーンキャンぺーンの実施
『八幡自転車対策協議会』、『元気！市川会』等の商店街の団体と連携し、駅前の放置
自転車に対する啓発活動を行っている。

2地区 → → → → 2地区で実施

44 交通需要マネジメントの推進

交通不便地域の解消を目的に、平成17年度から北東部ルート・南部ルートの実証実験
運行を開始し、平成21年度には｢市川市コミュニティバス運行指針｣を策定した。平成22
年度からは、両ルートで実行委員会を設立し、本格運行に移行。現在、北東部ルートは
Aルート及びBルート、南部ルートは通常ルート及び行徳ルート・南行徳ルート(検証実験)
で運行。令和元年10月から北国分ルート、令和3年10月から、あいねすと循環ルートの
実証実験運行を開始(本格運行には移行せず)。
令和5年10月に北東部ルートの、ダイヤ及びルートの改正を行い、令和6年2月から南部
ルートの運行計画見直しのために検証実験運行を開始した。

北東部ルート 87,701人
南部ルート 287,253人
北国分ルート(7月まで)
540人
あいねすと循環ルート
(10月～)　1,932人
年度計　377,426人

北東部ルート 97,015人
南部ルート　329,761人
あいねすと循環ルート
（9月まで）　2,281人
年度計　429,057人

北東部ルート100,287人
南部ルート　363,894人
行徳・南行徳ルート（2
月～）　1,313人
年度計　465,494人

北東部ルート113,519人
南部ルート　375,169人
行徳・南行徳ルート（～
1月）　9,037人
年度計　497,725人

北東部ルート126,261人
南部ルート387,884人
年度合計：514,145人

北東部ルート　524,783人
南部ルート　1,743,961人
北国分ルート　540人
あいねすと循環ルート　4,213人
行徳・南行徳ルート　10,350人
合計　2,283,847人

45 　 ①災害発生に備えた安全の確保
地震、豪雨等による災害が発生した場合においても、安全性、信頼性の高い道路交通を
確保するため、道路の安全性に関する点検を強化し、関係機関とともに迅速な対応がで
きるよう緊急補修体制を確立する。

道路パトロール補修委託
881件　10,931km
路面下空洞調査：4路線
路線延長：6.11ｋｍ
調査延長：12.67ｋｍ

道路パトロール補修委託
714件　7,228km
路面下空洞調査：3路線
路線延長：5.84ｋｍ
調査延長：24.575ｋｍ

道路パトロール補修委託
698件　9,479km
路面下空洞調査：5路線
路線延長：5.66ｋｍ
調査延長：21.56ｋｍ

道路パトロール補修委託
757件　9435km
路面下空洞調査：14路線
路線延長：8.90ｋｍ
調査延長：19.01ｋｍ

道路パトロール補修委託
872件　9034km
路面下空洞調査：10路線
路線延長：8.44ｋｍ
調査延長：19.4ｋｍ

道路パトロール補修委託
 3,922件　　46.107km
路面下空洞調査：36路線
路線延長：34.95ｋｍ
調査延長：97.22ｋｍ

46 ②災害発生時における交通規制等
大規模災害時における応急対策活動を広域的に実施するための緊急輸送道路の指
定。

- - - - - -

47 ③災害発生時における情報提供の充実 被災状況や交通状況、緊急輸送路道路や緊急活動道路の情報の収集及び提供。 - - - - - -

48 ①宅地開発事業等による駐車場整備の推進
宅地開発事業等による駐車場整備の促進。
宅地開発に対して、条例による適切な規模の駐車場の整備を指導する。

160件
1,237台

161件
1,336台

163件
1,664台

169件
1,354台

193件
2,206台

846件
7,797台

49 ②既存駐車施設の有効利用 ＨＰ上に時間貸し駐車場の情報を提供し、路上駐車防止に寄与する。 - - - ‐ - 主要4駅周辺の時間貸駐車場情報をＨＰに掲載

50 ①道路の使用及び占用の適正化等
道路占用許可条件の履行、占用物件等の維持管理について指導し、置看板や立看板
等の不法占用物件等については適切な措置を講じ、排除撤去を実施する。
また、占用工事の原状回復措置の指導する。

許可件数：2,475件 許可件数：2,604件 許可件数：2,526件 許可件数：2,701件 許可件数：2,431件 許可件数：12,737件

51 ②子どもの遊び場等の確保
路上における遊びや運動による交通事故防止のため、都市公園の整備やこども館の活
用を促進する。

都市公園数　420箇所
こども館数　  14箇所

都市公園数　420箇所
こども館数　  14箇所

都市公園数　424箇所
こども館数    14箇所

都市公園数　430箇所
こども館数    14箇所

都市公園数　435箇所
こども館数　   12箇所

R7　都市公園数　435箇所
R7  こども館数    12箇所

52 ③道路法に基づく通行の禁止又は制限
市が管理する道路で道路工事等を行う場合の相互調整について協議を行い、事故や交
通障害を防止するため、必要な体制の拡充・強化を図る。

総会：1回（書面開催）
定例会5回

総会：1回（書面開催）
定例会5回

総会：1回　定例会5回 総会：1回　定例会5回 総会：1回　定例会5回
総会：5回
定例会：25回

53 ①大規模事故における広域応援体制の整備

千葉県消防広域応援隊合同訓練や緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練を通じて、大
規模事故時における広域応援隊相互の技術及び連携活動の向上を図る。
千葉県高速自動車国道等消防協議会にて毎年実施している、他県協議会の合同訓練
の視察を通じて、高速道路上で発生した大規模事故時の対応強化及び関係機関との連
携強化を図る。

・千葉県消防広域応援隊合
同訓練　：　中止
・緊急消防援助隊関東ブ
ロック合同訓練　：　中止
・千葉県高速自動車国道等
消防協議会視察研修　：　警
防課　1名

・千葉県消防広域応援隊合
同訓練　：　3隊　11名
・緊急消防援助隊関東ブ
ロック合同訓練（埼玉県で実
施）　：　1隊　5名
・千葉県高速自動車国道等
消防協議会視察研修　：　警
防課　2名

・千葉県消防広域応援隊合
同訓練　：　中止
・千葉県高速自動車国道等
消防協議会視察研修　：　警
防課　2名

・千葉県消防広域応援隊合
同訓練 (2隊10名）
・緊急消防援助隊関東ブ
ロック合同訓練（2隊10名）
・千葉県高速自動車国道等
消防協議会訓練（11隊　41
名）

千葉県消防広域応援隊
合同訓練 (3隊14名）

・千葉県消防広域応援隊合同訓練：8隊35名
・緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練：3隊15名
・千葉県高速自動車国道等消防協議会視察研修：5名（訓
練参加11隊41名　市川市で開催）

54 ②心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進
市民に対する応急手当の普及講習の開催、指導員の派遣等を行うとともに、事業所の
従業員又は防災組織等の構成員に対して行う応急手当の普及指導に従事する指導者
を育成する。

開催数　　59回
受講者数　　847人

開催数　　120回
受講者数　　2,260人

開催数　　257回
受講者数　　6,452人

開催数　　364回
受講者数　　10,048人

開催数　　354回
受講者数　　9,687人

開催数　1,154回
受講者数　29,294人

55 ③救急救命士の養成・配置等の推進 計画的かつ継続的に救急救命士を養成し、救急業務の高度化を図る。
救急救命士数　88名
指導救命士　  9名

救急救命士数　92名
指導救命士　　9名

救急救命士数　97名
指導救命士　　9名

救急救命士数　99名
指導救命士　　18名

救急救命士数　102名
指導救命士　　  18名

救急救命士 102人
指導救命士   18人  ※本項目は累計数値ではない

56 ④救助・救急施設の整備の推進 高度救助隊の知識、技術の向上及び把握。 救助技術確認の実施 救助技術確認の実施

・救助技術確認の実施
・救助工作車Ⅲ型の配
置（市川市南消防署）
・高度救助隊の潜水業
務開始

救助技術確認の実施 救助技術確認の実施 救助技術確認の実施　5回

第3の柱
救助・救急活

動の充実

（１） 救助・救急体制の整備

（４） 自転車利用環境の総合的整備

（５） 交通需要マネジメントの推進

（６） 災害に備えた道路交通環境の整備

（７） 総合的な駐車対策の推進

（８） 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

3 / 4 ページ



　第11次市川市交通安全計画　実施事業一覧

実施事業の実績(累計等）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 R3～R7実績（累計等）
第11次市川市交通安全計画 事業内容

実施事業の実績

57 ⑤救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実
県消防学校、消防大学校等の教育機関、救助シンポジウム等に救助隊員を参加させ、
災害の多種多様化、又交通社会における道路、車両の変遷による高度化に対応できる
よう各機関と合同訓練を行っている。

・救助シンポジウム4名
・首都高速道路連絡協議会
2名
・交通救助合同訓練（ＪＲ京
葉線）10名 中止
・交通救助訓練（自動車）約
200名

・救助シンポジウム4名
・首都高速道路連絡協議会
2名
・交通救助合同訓練（ＪＲ京
葉線）10名 中止
・交通救助訓練（自動車）約
200名

・救助シンポジウム4名、1
名（オンライン）
・首都高速道路連絡協議会
2名
・交通救助合同訓練（ＪＲ京
葉線）10名 中止
・交通救助訓練（自動車）約
200名

・救助シンポジウム4名
・首都高速道路連絡協議会
2名

・救助シンポジウム3名
・首都高速道路連絡協議会
2名

救助シンポジウム19名、1名（オンライン）
首都高速道路連絡協議会10名

58 救急医療体制の整備
初期救急医療機関である急病診療所及び休日急病等歯科診療所の運営を行う。また、
後方支援病院として2次救急医療機関の輪番体制を整備する。より迅速な対応が必要な
患者については、市川市独自の体制として、2.5次救急医療体制の整備を行う。

急病診療所 受診者数
5,706人
2次救急医療機関  受
入実績 14,791人
2.5次救急医療機関 時
間外受入実績 47,587
人

急病診療所 受診者数
9,298人
2次救急医療機関  受
入実績　15,068人
2.5次救急医療機関 時
間外受入実績　49,052
人

急病診療所 受診者数
17,169人
2次救急医療機関  受
入実績　14,597人
2.5次救急医療機関 時
間外受入実績　49,187
人

急病診療所 受診者数
14,198人
2次救急医療機関  受
入実績　14,967人
2.5次救急医療機関 時
間外受入実績 48,944
人

急病診療所 受診者数
11,216人
2次救急医療機関  受
入実績　13,483人
2.5次救急医療機関 時
間外受入実績 46,983
人

急病診療所 受診者数　57,587人
2次救急医療機関  受入実績　72,906人
2.5次救急医療機関 時間外受入実績　241,753人

59 ①救急関係機関との協力関係の確保等
医師からの助言や指示を受け、救急救命活動を円滑に行うことで質を担保するととも
に、救急隊員が行った救命活動の事後検証を受けることで、救急活動及び教育の質の
向上につなげる。

特定行為指示要請 552件
事後検証 192件

特定行為指示要請 461件
事後検証 289件

特定行為指示要請 546件
事後検証 221件

特定行為指示要請 511件
事後検証190件

特定行為指示要請 554件
事後検証  242件

特定行為指示要請  2,624件
事後検証               1,134件

60 ②迅速な救急体制事業の推進
ドクターヘリコプター（以下「Ｄｒヘリ」という。）及びラピッドレスポンスカー（以下「ＲＣ」とい
う。）の活用により、医師が早期に救急現場に臨場し、治療を開始することで、救命率の
向上及び後遺障害の軽減を図る。

Ｄｒヘリ出動　　111件
ＲＣ出動　　16 件

Ｄｒヘリ出動　　66件
ＲＣ出動　　55件

Ｄｒヘリ出動　　55件
ＲＣ出動　　308件

Ｄｒヘリ出動　　40件
ＲＣ出動　　379件

Ｄｒヘリ出動　　37 件
ＲＣ出動　　539 件

Ｄｒヘリ　　 309件
ＲＣ　　    1,297件

61 ①自動車事故被害者等に対する援助措置の充実
遺児(両親あるいはどちらかが事故や病気により死亡あるいは1年以上の生死不明であ
る、災害による障害が1級または2級程度である)を養育している保護者に対し、手当を支
給する。

3世帯 5世帯 5世帯 4世帯 3世帯 20世帯

（２）交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進

62 ①相談業務の充実

千葉県（環境生活部 くらし安全推進課 交通安全対策室）が実施する「交通事故巡回相
談」（県内市町の庁舎等において実施される、交通事故に伴う損害賠償や示談の方法等
についての相談事業）に関し、第一庁舎、行徳支所で相談場所の提供や広報活動等の
協力を行っている。なお、県の事業のため、県民であれば（当該市町以外の住民も）利用
できる。

相談　15件 相談　33件 相談　25件 相談　14件 相談　21件 相談　108件

63 ②交通事故相談活動の推進
広報活動等としては、本市における実施分について、市の広報紙やホームページにより
周知を図るとともに、相談の予約受付や当日の窓口対応等の事務を行っている。

広報紙　11回 広報紙　11回 広報紙　11回 広報紙　11回 広報紙　11回 広報紙　55回

交通事故調査・分析の充実

64 交通事故多発箇所の共同現地診断
交通事故発生実態から、特定の区間又は地点（交差点及びカーブ等）で集中して発生し
ている道路に対し、警察署・関係団体等と共同して現地診断を実施し、効果的な事故防
止対策を推進する。

市川署管内　1箇所
行徳署管内　1箇所

市川署管内　1箇所
行徳署管内　1箇所

市川署管内　1箇所
行徳署管内　1箇所

市川署管内　1箇所
行徳署管内　1箇所

市川署管内　1箇所
行徳署管内　1箇所

市川署管内　5箇所
行徳署管内　5箇所

鉄道交通環境の整備

65 （１） 鉄道施設等の安全性の向上
主要な公共機関である鉄道駅における高齢者、障がい者等の移動等の円滑化を図るた
め、鉄道事業者に対し整備費用の一部を補助する。

エレベーター１基（菅野
駅）
バリアフリートイレ１箇
所（菅野駅）

- - - -
エレベーター1基
バリアフリートイレ1箇所

66 （２）踏切道の改良

単路部と踏切道に視覚障害者用誘導表示ブロック（以下、誘導ブロック）が設置されてお
らず、単路部と踏切道を誤認してしまい事故につながってしまう状況となっている。そこで
単路部と踏切道に誘導ブロック（貼付式）を設置することで、単路部・踏切道の存在をそ
れぞれ認識できるようにし、安全に通行できるよう移動の円滑化を図る。

なし なし なし なし なし なし

平成10年11月に「市川市京成本線連続立体化と街づくり懇話会」を設置し、連続立体化
と街づくりについて検討し、「市川市における京成本線と連続立体化と沿線街づくりに関
する提言書」を平成13年4月23日に市長に提出した。その後、継続的に検討を行い、平
成23年6月に「京成沿線のまちづくりに関する整備構想報告」をとりまとめている。

なし なし なし なし なし なし

67 鉄道交通の安全に関する知識の普及・啓発
交通安全教室や講習会、街頭啓発等による周知を図る。
踏切道における警戒標識や路面表示等による注意喚起を行う。

2回 2回 7回 11回 5回
商美会通り（菅野第5号踏切）周辺における街頭指導
及び啓発活動　27回

68 救助・救急活動の充実
鉄道の重大事故等の発生に対し、避難誘導、救助、救急活動を迅速かつ確実に行うた
め、鉄道事業者等との連携協力体制の強化を推進する。

東日本旅客鉄道での車
両設備に関する勉強会
（中止）

東日本旅客鉄道での人
身事故対応訓練（5名参
加）

東日本旅客鉄道での人
身事故対応訓練（12名
参加）

東日本旅客鉄道での人
身事故対応訓練（8名参
加）

東日本旅客鉄道での人
身事故対応訓練（8名参
加）

東日本旅客鉄道での人身事故対応訓練（33名参加）

（２） 救急医療体制の整備

（３） 救急関係機関との協力関係の確保等

第4の柱
被害者支援

の充実と推進

第5の柱
交通事故調
査・分析の充

実

第１の柱
鉄道交通環
境の整備

第２の柱
鉄道交通の

安全に関する
知識の普及

鉄道交通の安全に関する知識の普及

救助・救急活動の充実

（１）自動車事故被害者等に対する援助措置の充実

第３の柱
救助・救急活

動の充実

鉄道交通の安全
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　第12次市川市交通安全計画(素案)と第11次市川市交通安全計画の比較一覧表

7つの視点 4つの視点

番
号

番
号

1 ①交通安全の日における活動の推進 1 ①交通安全の日における活動の推進
毎月、市川・行徳警察署と協働で街頭指導において自転車安全利用、
シートベルト着用啓発等を実施。

2 ②交通安全活動に関する情報提供の推進 2 ②交通安全活動に関する情報提供の推進
交通安全イベント及びキャンペーン、街頭啓発におけるチラシの配布やホーム
ページ、広報紙等による周知。

3 ③市民の意見を反映した交通安全の推進 3 ③市民の意見を反映した交通安全の推進 市民からの要望に加え、交通安全対策に関するアンケートを実施。

4 ④交通安全団体等への支援等 4 ④交通安全団体等への支援等
市川・行徳交通安全協会、市川・行徳地域交通安全活動推進委員協議会の4団
体に対して補助金を交付。

5 ⑤市民参加型交通安全対策の推進 5 ⑤市民参加型交通安全対策の推進
通学路交通安全プログラムに基づき、学校、警察、道路管理者等の関係機関によ
る通学路合同点検を実施し、危険箇所における安全対策を推進する。

6 ①交通安全運動の推進 6 ①交通安全運動の推進
年4回の交通安全運動期間において、広報紙、ホームページ、イベント、街頭啓発
等を実施。

7 ②交通安全に関する広報の推進 7 ②交通安全に関する広報の推進
小学校の児童から募集した交通安全ポスターの入賞作品を使用して次年度のポ
スターカレンダーを作成し市内各所に掲示。

8 ③シートベルト着用及びチャイルドシート使用の徹底 8 ③シートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底
警察及び交通安全団体と共同でシートベルト及びチャイルドシート着用キャンペー
ンを実施。

9 ④小型モビリティの安全対策
交通安全イベント及びキャンペーン、街頭啓発におけるチラシの配布やホーム
ページ、広報紙等による周知。

10 ⑤その他の普及活動の推進
交通安全イベント及びキャンペーン、街頭啓発におけるチラシの配布やホーム
ページ、広報紙等による周知。

11 地域でつくる高齢者交通安全対策の推進 9 地域でつくる高齢者交通安全対策の推進

運転に不安を感じる方等の交通事故防止のため、運転免許証の自主返納を考え
るきっかけとなるよう、返納者への特典として、ICHICOポイントを付与するもの。ま
た、高齢者が集まる場所において、交通安全講話、ポスターの掲示、交通安全教
育映像の上映、反射材の配布等の交通安全広報活動を実施する。

12 ①自転車の安全利用に係る広報活動の推進 10 ①自転車の安全利用に係る広報活動の推進
広報紙、ホームページ、街頭啓発活動の実施、自転車交通安全教室の開催。及
び、令和8年4月施行の自転車運転者に対する交通反則通告制度（青切符）に関
する広報活動の実施。

13 ②自転車の点検整備の促進 11 ②自転車の点検整備の促進
交通安全教室や講習会において、自転車の定期的な点検整備の意識徹底を図
る。

14 ③自転車損害賠償保険等への加入促進 12 ③自転車保険への加入促進
講習会等において自転車保険の必要性を説明し、ＴＳマーク等の各種保険への加
入促進を図る。また、自転車保険加入義務化の周知を行う。（R4.7月～）

15 ④反射材等の普及・促進 13 ④反射材等の普及・促進
警察、交通安全団体と協働で毎月の自転車安全利用キャンペーンで反射材を配
布。

16 ⑤街頭における自転車安全利用の指導 14 ⑤街頭における自転車安全利用の指導
市内主要16駅周辺で市民マナー条例推進指導員が自転車安全利用の声かけを
実施。

17
⑥全ての年齢層への自転車乗車用ヘルメット着用の普
及促進

15 ⑥自転車乗車用ヘルメットの着用

講話で全ての年齢層を対象にしたヘルメット着用の促進を図る。令和5年4月1日
から道路交通法の改正により、全ての自転車利用者の自転車乗車用ヘルメット着
用が努力義務化となったことから、市民の交通安全意識の向上を図り、ヘルメット
の着用を早期に普及させるため購入費用の一部（1個あたり2,000円）を補助するも
の。

18 ⑦幼児二人同乗用自転車の適正利用の推進 16 ⑦幼児二人同乗自転車の適正利用の推進
保護者を対象とした交通安全教育において、幼児二人同乗用自転車の安全利用
の指導。

19 ⑧悪質・危険な運転者対策の推進 17 ⑧悪質・危険な運転者対策の強化
「四季の交通安全運動」及び「自転車安全の日」等、街頭啓発にて自転車利用者
に対する法令遵守の徹底。　危険運転者に対して街頭指導の実施。

18 飲酒運転の根絶
交通安全運動期間中、重点目標として飲酒運転根絶についての街頭啓発、
広報紙及びホームページへの掲載。

20 ①幼児に対する交通安全教育 19 ①幼児に対する交通安全教育 幼稚園・保育園に交通安全指導員を派遣し、交通安全教室を開催。

21 ②小学生に対する交通安全教育 20 ②児童に対する交通安全教育 小学生を対象とした歩行安全教室・自転車安全教室を開催。

22 ③中学生に対する交通安全教育 21 ③中学生に対する交通安全教育
スタントマンが交通事故を再現して、交通事故の怖さを体験する「スケアードストレ
イト方式」の自転車交通安全教室を実施して、交通ルールを遵守した自転車運転
をすることの意識を醸成するもの。

23 ④高校生・成人に対する交通安全教育 22 ④高校生・成人に対する交通安全教育 高校や大学、自治会、企業等の団体を対象とした交通安全講習を開催。

24 ⑤高齢者に対する交通安全教育 23 ⑤高齢者に対する交通安全教育
自治会、高齢者クラブ、シルバー人材センターの会員等に、高齢者を対象とした自
転車安全利用講習会をはじめとする交通安全教室を開催。

25 ⑥その他の対象への交通安全教育 24 ⑥その他の対象への交通安全教育 障がいのある人や外国人等を対象とした交通安全講習を開催。

26 ①交通安全教育指導者の育成 25 ①交通安全教育指導者の育成
交通安全指導員を各種研修に参加させ、効果的な交通安全教育を習得させる。
交通安全教室や講習会等を通じた交通安全教育指導者の育成。

27 ②交通安全教育の推進 26 ②交通安全教育の推進
市内2カ所ある交通公園内にある模擬道路で、自転車を運転しながら交通ルール
やマナーを学んでもらうもの。

（１）市民総参加でつくる交通安全の推進

（４） 自転車の安全利用の推進

道路交通安全対策の方向性

道路交通安全の施策 道路交通安全の施策

⑤外国人の交通安全対策の推進

④地域が一体となった交通安全対策の推進

（５） 飲酒運転の根絶

（６） 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

（７） 効果的な交通安全教育の推進

第1の柱
市民一人ひと
りの交通安全
意識の高揚

（１）市民総参加でつくる交通安全の推進

（２） 交通安全に関する普及啓発活動の推進

（３）地域でつくる高齢者交通安全対策の推進

第12次市川市交通安全計画(素案)

①高齢者・子供の安全確保

第11次市川市交通安全計画

②歩行者・自転車の安全確保と遵法意識の向上

③生活道路・幹線道路における安全確保

事業内容（第12次）

⑥生活道路・幹線道路における歩行者等の安全確保

⑦地域が一体となった交通安全対策の推進

道路交通安全対策の方向性

①高齢者を交通事故から守るとともに交通事故を起こさない
ための総合的な対策

（３）地域でつくる高齢者交通安全対策の推進

③歩行者の安全確保のための意識変容

②こどもの安全確保のための環境整備

④自転車の安全確保のための法令遵守と通行環境の整備

（６） 効果的な交通安全教育の推進

第1の柱
市民一人ひと
りの交通安全
意識の高揚

（４） 自転車の安全利用の推進

（５） 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

（２） 交通安全に関する普及啓発活動の推進
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令和8年度第1回市川市交通対策審議会



　第12次市川市交通安全計画(素案)と第11次市川市交通安全計画の比較一覧表

第12次市川市交通安全計画(素案) 第11次市川市交通安全計画

28 ①市民に対する啓発・意識の高揚
交通安全運動期間中、重点目標として飲酒運転根絶についての街頭啓発、
広報紙及びホームページへの掲載。

29 ②飲酒運転根絶に係る教育の実施 社会人・学生等を対象に、飲酒運転根絶に係る教育を実施。

30 飲酒運転等に係る被害者等支援 亡くなられたご遺族や重傷病を負われた方に遺児手当、見舞金を支給する。

31 ①生活道路における交通安全対策の推進 27 ①生活道路における交通安全対策の推進
生活道路における歩行者と車が共存できる安全で安心な道路空間を創出するた
め、カーブミラー、区画線、警戒標識等の設置により危険箇所への安全対策を実
施する。

32 ②通学路等における交通安全の確保 28 ②通学路等における交通安全の確保
通学路交通安全プログラムに基づき、学校、警察、道路管理者等の関係機関によ
る通学路合同点検を実施し、危険箇所における安全対策を推進する。

33
③高齢者、障がいのある人等の安全に資する歩行空間
等の整備

29
③高齢者、障がい者等の安全に資する歩行空間等の整
備

「市川市交通バリアフリー基本構想」に基づき、主要駅周辺の概ね500ｍ以内を重
点地区として、歩道の段差解消・平坦性の確保等バリアフリー化を進めるもので、
高齢者や障がいのある人等に対応した道路整備を進める。

34 ④無電柱化の推進 30 ④無電柱化の推進

令和4年8月に無電柱化を効果的に推進するため、優先度の高い路線等を定める
「市川市無電柱化推進計画」を策定した。
同計画では市川市の現状を踏まえ、防災性、安全性、景観性の3つの観点による
優先度の高い路線のほか、道路拡幅や大規模開発等が予定されている路線を、
優先整備路線として5路線を選定した。
5路線のうち、市道0220号については、現在事業を進めている都市計画道路3・6・
32号整備事業の無電柱化実施区間において、市道0128号については道路拡幅
整備事業に併せて、無電柱化を行う。

35 ①事故危険箇所対策の推進 31 ①事故危険箇所対策の推進
交差点の改良、歩道、防護柵、区画線、道路照明灯、視線誘導標の設置、道路標
識の整備等の対策を行い、歩行者等の安全確保及び地域交通の円滑化を図る。

36 ②適切に機能分担された道路網の整備 32 ②適切に機能分担された道路網の整備
通過交通と地域内交通を分け、効率的な道路ネットワークの構築を図り、市内の
渋滞緩和や都市基盤の整備を促進する。

37 ③道路改良による道路交通環境の整備 33 ③道路改良による道路交通環境の整備

「市川市交通バリアフリー基本構想」の重点地区を外れる地区について、「人にや
さしい歩道整備指針」に沿って、道路改良工事等により歩道のバリアフリー化及び
老朽化した水路蓋の交換を行い、安全で快適な歩行空間の整備を進める。
また、交通安全施設の整備を推進していく。

38 ①効果的な交通安全施設等の整備 34 ①効果的な交通安全施設等の整備
道路における交通事故の発生状況、交通量その他の事情を考慮して、既存の道
路標示の高輝度化の整備を実施する。

39 ②生活道路における交通安全対策の推進 35 ②生活道路における交通安全対策の推進
歩行者等の安全を確保するため、路側帯や交差点部にカラー舗装等の整備を実
施する。

40 ③交差点・カーブ対策の推進 36 ③交差点・カーブ対策の推進
交通事故発生の危険性がある交差点に対して、ドット線、クロスマークの設置等に
よる交差点存在の明確化を図る。また、カーブ地点においては線形の明確化に努
める。

41 ④夜間事故防止対策の推進 37 ④夜間事故防止対策の推進
夜間における視認性を高めるため、交差点や道路の屈曲部等に道路照明灯の設
置を推進し、不点灯においては補修を行う。
また、照明灯のLED化を推進する。

42 ①自転車走行空間の整備 38 ①自転車走行空間の整備

「自転車走行空間ネットワーク整備計画」に基づき自転車レーン等の自転車走行
空間を整備する。
また、自転車利用者の交通ルールの意識を高めるため、自転車交通量が多い路
線に、自転車が走行する位置を明示するピクトグラムや矢羽根を設置するもの。

43 ②自転車等駐車場の整備及び利用の促進 39 ②自転車等駐車場の整備及び利用の促進 駅周辺の自転車等駐車場の整備、利用促進。

44 ③街頭指導員の配置　 40 ③街頭指導員の配置　 主要駅周辺の放置禁止区域に街頭指導員を配置。

45 ④放置自転車の撤去 41 ④放置自転車の撤去 道路上における放置自転車の撤去。

46 ⑤駐輪秩序の確立 42 ⑤駐輪秩序の確立 自転車等の放置禁止区域として駅周辺の9区域を指定。

47 ⑥駅前放置自転車クリーンキャンぺーンの実施 43 ⑥駅前放置自転車クリーンキャンぺーンの実施
『八幡自転車対策協議会』、『元気！市川会』等の商店街の団体と連携し、駅前の
放置自転車に対する啓発活動を行っている。

48 ⑦シェアサイクル事業の推進
市民や来街者の移動の利便性及び回遊性の向上を図るため、事業者等と連携
し、シェアサイクルステーションの整備を推進する。

49 交通需要マネジメントの推進 44 交通需要マネジメントの推進
コミュニティバスの運行や路線バスの利便性向上に対する支援のほか、デマンド
型乗合タクシーをはじめとした新たな移動手段の導入等、公共交通機関の利用促
進を図り、自動車交通からの利用転換を図る。

50 　 ①災害発生に備えた安全の確保 45 ①災害発生に備えた安全の確保
地震、豪雨等による災害が発生した場合においても、安全性、信頼性の高い道路
交通を確保するため、道路の安全性に関する点検を強化し、関係機関とともに迅
速な対応ができるよう緊急補修体制を確立する。

51 ②災害発生時における交通規制等 46 ②災害発生時における交通規制等

災害発生時において、道路や橋梁の被災状況等の情報収集に努め、緊急活動道
路を確保するとともに、道路の遮断や二次災害の防止のため、関係機関と連携し
て通行禁止、迂回措置等の交通規制を適切に実施し、災害の状況や交通規制等
に関する情報を迅速に交通利用者へ提供する。

52 ③災害発生時における情報提供の充実 47 ③災害発生時における情報提供の充実 被災状況や交通状況、緊急輸送道路や緊急活動道路の情報の収集及び提供。

53 総合的な駐車対策の推進 48 ①宅地開発事業等による駐車場整備の推進

路上駐車による交通阻害や事故の危険性を防止するため、警察と協力して駐車
対策を実施することで、秩序ある道路の確保を推進する。
また、駐車需要が生じる一定規模以上の建築物の開発に対して、「市川市宅地開
発事業に係る手続き及び基準等に関する条例」、「大規模小売店舗立地法」等の
運用により、適切な規模の駐車場の整備を図る。

49 ②既存駐車施設の有効利用 ＨＰ上に時間貸し駐車場の情報を提供し、路上駐車防止に寄与する。

54 ①道路占用の適正化等 50 ①道路の使用及び占用の適正化等
道路占用許可条件の履行、占用物件等の維持管理について指導し、置看板や立
看板等の不法占用物件等については適切な措置を講じ、排除撤去を実施する。
また、占用工事の原状回復措置を指導する。

55 ②こどもの遊び場等の確保 51 ②子どもの遊び場等の確保
路上における遊びや運動による交通事故防止のため、都市公園の整備やこども
館の活用を促進する。

56 ③道路法に基づく通行の禁止又は制限 52 ③道路法に基づく通行の禁止又は制限

道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため、道路の破損、欠壊又は
異常気象等により交通が危険であると認められる場合や、道路工事のためやむを
得ないと認められる場合には、道路法に基づき、迅速かつ的確に通行の禁止又
は制限を行う。また、車両寸法、重量等の最高制限を超える車両の通行に係る違
反を防止するため、必要な体制の拡充・強化を図る。

第2の柱
飲酒運転の

根絶

（１） 教育・知識の普及・啓発・意識の高揚

（２）飲酒運転等に係る被害者等支援

（１） 生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の
整備

第３の柱
道路交通環
境の整備

（２） 幹線道路における交通安全対策の推進

（６） 災害に備えた道路交通環境の整備

（７） 総合的な駐車対策の推進

（４） 自転車利用環境の総合的整備

（３） 交通安全施設等の整備促進

（１） 生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の
整備

第2の柱
道路交通環
境の整備

（５） 交通需要マネジメントの推進

（２） 幹線道路における交通安全対策の推進

（８） 交通安全に寄与する道路交通環境の整備（８） 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

（６） 災害に備えた道路交通環境の整備

（７） 総合的な駐車対策の推進

（５） 交通需要マネジメントの推進

（３） 交通安全施設等の整備促進

（４） 自転車利用環境の総合的整備
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　第12次市川市交通安全計画(素案)と第11次市川市交通安全計画の比較一覧表

第12次市川市交通安全計画(素案) 第11次市川市交通安全計画

57 ①大規模事故における広域応援体制の整備 53 ①大規模事故における広域応援体制の整備

千葉県消防広域応援隊合同訓練や緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練を通じ
て、大規模事故時における広域応援隊相互の技術及び連携活動の向上を図る。
千葉県高速自動車国道等消防協議会にて毎年実施している、他県協議会の合同
訓練の視察を通じて、高速道路上で発生した大規模事故時の対応強化及び関係
機関との連携強化を図る。

58 ②心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進 54 ②心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進
市民に対する応急手当の普及講習の開催、指導員の派遣等を行うとともに、事業
所の従業員又は防災組織等の構成員に対して行う応急手当の普及指導に従事
する指導者を育成する。

59 ③救急救命士の養成・配置等の推進 55 ③救急救命士の養成・配置等の推進 計画的かつ継続的に救急救命士を養成し、救急業務の高度化を図る。

60 ④救助・救急資機材の整備の推進 56 ④救助・救急施設の整備の推進
救助・救急業務を円滑かつ適切に遂行するため、必要な救助・救急資機材の整備
を推進する。

61 ⑤救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実 57 ⑤救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実
県消防学校、消防大学校等の教育機関、救助シンポジウム等に救助隊員を参加
させ、災害の多種多様化、又交通社会における道路、車両の変遷による高度化に
対応できるよう各機関と合同訓練を行っている。

62 救急医療体制の整備 58 救急医療体制の整備

1次救急医療機関である急病診療所及び休日急病等歯科診療所の運営を行う。
また、後方支援病院として２次救急医療機関の輪番体制を整備する。より迅速な
対応が必要な患者については、市川市独自の体制として、2.5次救急医療体制の
整備を行う。

63 ①救急関係機関との協力関係の確保等 59 ①救急関係機関との協力関係の確保等
医師からの助言や指示を受け、救急救命活動を円滑に行うことで質を担保すると
ともに、救急隊員が行った救命活動の事後検証を受けることで、救急活動及び教
育の質の向上につなげる。

64 ②迅速な救急体制事業の推進 60 ②迅速な救急体制事業の推進
ドクターヘリコプター（以下「Ｄｒヘリ」という。）及びラピッドレスポンスカー（以下「Ｒ
Ｃ」という。）の活用により、医師が早期に救急現場に臨場し、治療を開始すること
で、救命率の向上及び後遺障害の軽減を図る。

65 交通事故被害者等に対する援助措置の充実 61 自動車事故被害者等に対する援助措置の充実

「市川市遺児手当支給条例」や「市川市犯罪被害者等支援条例」に基づき、児童
を養育する方への手当や、犯罪行為による被害者等への見舞金の支給など、交
通事故被害者等の精神的又は身体的な苦痛慰藉、経済的負担の軽減等を図りま
す。

66 ①交通事故相談業務の充実 62 ①相談業務の充実

千葉県（環境生活部 くらし安全推進課 交通安全対策室）が実施する「交通事故巡
回相談」（県内市町の庁舎等において実施される、交通事故に伴う損害賠償や示
談の方法等についての相談事業）に関し、第一庁舎、行徳支所で相談場所の提
供や広報活動等の協力を行っている。なお、県の事業のため、県民であれば（当
該市町以外の住民も）利用できる。

67 ②交通事故相談活動の推進 63 ②交通事故相談活動の推進
広報活動等としては、本市における実施分について、市の広報紙やホームページ
により周知を図るとともに、相談の予約受付や当日の窓口対応等の事務を行って
いる。

68 交通事故調査・分析の充実 64 交通事故多発箇所の共同現地診断
交通事故発生実態から、特定の区間又は地点（交差点及びカーブ等）で集中して
発生している道路に対し、警察署・関係団体等と共同して現地診断を実施し、効果
的な事故防止対策を推進する。

3つの視点 3つの視点

69 鉄道施設等の安全性の向上 65 鉄道施設等の安全性の向上
駅構内のバリアフリー化を推進するとともに、プラットホームにおける転落事故を
防止するため、ホームドアや内方線付点状ブロック等の整備を推進する。

70 踏切道の改良 66 踏切道の改良
市内の京成本線の踏切について、都市計画道路の整備に併せ、立体化による踏
切除去を推進する。

71 鉄道交通の安全に関する知識の普及 67 鉄道交通の安全に関する知識の普及
交通安全教室や講習会、街頭啓発等による周知。
踏切道における警戒標識や路面表示等による注意喚起。

72 救助・救急活動の充実 68 救助・救急活動の充実
鉄道の重大事故等の発生に対し、避難誘導、救助、救急活動を迅速かつ確実に
行うため、鉄道事業者等との連携協力体制の強化を推進する。

②利用者等の関係する事故の防止

③それぞれの踏切の状況を勘案した効果的対策の推進 ③それぞれの踏切の状況を勘案した効果的対策の推進

（１）自動車事故被害者等に対する援助措置の充実

（２）踏切道の改良

第４の柱
救助・救急活

動の充実

（１） 救助・救急体制の整備

（２） 救急医療体制の整備

（３） 救急関係機関との協力関係の確保等

鉄道交通安全対策の方向性

（２）交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進

第５の柱
被害者支援

の充実と推進

①重大な列車事故の未然防止

②利用者等の関係する事故の防止

第４の柱
被害者支援

の充実と推進

第６の柱
交通事故調
査・分析の充

実

第５の柱
交通事故調
査・分析の充

実

第１の柱
鉄道交通環
境の整備

鉄道交通安全の施策 鉄道交通安全の施策

第１の柱
鉄道交通環
境の整備

第２の柱
鉄道交通の

安全に関する
知識の普及

第３の柱
救助・救急活

動の充実

第３の柱
救助・救急活

動の充実

第２の柱
鉄道交通の

安全に関する
知識の普及

交通事故調査・分析の充実交通事故調査・分析の充実

鉄道交通の安全に関する知識の普及鉄道交通の安全に関する知識の普及

救助・救急活動の充実 救助・救急活動の充実

（１）鉄道施設等の安全性の向上 （１）鉄道施設等の安全性の向上

（２）交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進

（２）踏切道の改良

事業内容（12次）

（２） 救急医療体制の整備

（３） 救急関係機関との協力関係の確保等

第３の柱
救助・救急活

動の充実

（１） 救助・救急体制の整備

（１）交通事故被害者等に対する援助措置の充実

鉄道交通安全対策の方向性

①重大な列車事故の未然防止
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年  月  日 

 

意  見  書 

 

 
住所 

氏名 

電話 

 

次のとおり意見、要望等を申し述べます。 

【意見・要望等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※意見・要望等がある場合は、下記へご連絡ください。 

○ＦＡＸ番号  ：０４７－７１２－６３４０ 

○メールアドレス：kotsukeikaku@city.ichikawa.chiba.jp 

mailto:kotsukeikaku@city.ichikawa.chiba.jp
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